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研究概要  

１．はじめに（研究背景等） 

 廃棄物処理は本来公衆衛生向上と環境保全という２つの目的を有しており、途上国の廃棄物分野における温

室効果ガス排出量削減事業は、本来の目的も同時に改善させなければならない。持続可能な開発と地球温暖

化対策の両立はコベネフィット・アプローチとして、我が国の国際環境政策の柱として位置づけられている。廃棄

物の埋立地はメタンの排出源である。欧米発の緩和策である埋立地メタン回収利用技術は、途上国でのCDM

事業において、初期コストが大きい、回収効率が低い、メタン発生や浸出水汚濁が長期化する等の問題が顕在

化している。一方、我が国固有の緩和策である準好気性埋立技術は、安価であり、メタン発生と浸出水汚濁を

同時に防止し、無動力で長期的に機能する点で、途上国への適用性が高い技術である。これら競合する緩和

技術のコベネフィット（温室効果ガス放出防止と水質汚濁防止）の評価手法を確立し、相互に比較検証し、準好

気性埋立技術の優位性を証明することは、我が国が排出削減の約束を果たし、アジアにおける環境政策を主導

するために必須かつ危急の課題である。 

 埋立地で環境保全上、最も重要なことは浸出水に起因する環境汚染の防止である。降水量が比較的小さい

欧米では、埋立地表面に遮水を施して浸出水量を削減し、発生するメタンを回収・利用するDry Tomb（乾いた墓

場）型埋立の技術が開発された。これは発生ガスをエネルギーに転換できるため、ほとんどの埋立地CDM事業

の方法論となっている。しかし、当該事業における認証排出削減の取得率は30%に満たない。また、浸出水がひ

どく汚濁し、ガス発生が長期化して埋立地の管理を30年以上続けなければならない。後年雨水が浸入すると、

浸出水の汚濁やガスの発生が再開する、などの問題が顕在化している。このような技術を降水量が大きい途上

雨水浸透による汚

濁物質流出速度の
定式化

微生物分解におけ

る三相分配と速度
の定式化

衛生埋立

Dry Tomb型埋立

オープンダンプ
（非管理投棄）

準好気性埋立

含水率小・嫌気性
温室効果ガス：大

（メタンガス回収利用で小）

浸出水量：小、汚濁負荷：大
安定化期間：長

含水率大・嫌気性
温室効果ガス：大

浸出水量：大、汚濁負荷：大
安定化期間：長

含水率中・一部好気性
温室効果ガス：中

浸出水量：中、汚濁負荷：小

安定化期間：短

制御因子
水分、酸素、温度

技術気候

排水機能

換気機能

欧米で一般的だが失敗技術。
CDM事業での採用多数。

日本で一般的だが、世
界では普及していない

メタンガス回収利用

東アジア・熱帯域の廃棄物埋立

現状この前後

CDMの対象
＆ 次世代の埋立

図1 アジア地域における埋立地管理技術の変遷と適用可能



 A-1001-ii

国に適用することはきわめてリスクが大きい。降水量が比較的大きい我が国では、浸出水集排水（水

平）管とガス抜き（鉛直）管を連結して埋立地内に設置し、浸入する雨水で汚濁を洗い流すとともに、埋立地内

外の温度差を利用して無動力で大気を送り込み、有機物の好気性分解を促す準好気性埋立技術が1970年代

に開発され、標準仕様となっている。好気性分解の促進は、浸出水の汚濁を低減し、メタンガスの発生を抑え、

これらが発生する期間を短縮する、まさにコベネフィットな技術であるといえる。しかし、この技術の開発後に我が

国では都市ごみの焼却が進んだため、途上国のような生ごみ主体の埋立地における性能評価や、地域の気候

に合わせた技術仕様に関する学術研究が進まなかった。結果として、技術の存在が海外でほとんど認知されて

おらず、IPCC第4次報告書で緩和技術として採用されず、近隣のアジア諸国のCDM事業においても失敗技術で

あるDry Tomb型埋立技術が席巻している。 

 

２．研究開発目的 

 各種埋立技術のコベネフィット性能を評価するため、技術情報を集積する。比較対象とする埋立地ガス放出緩

和技術としては、Dry Tomb型埋立技術（メタンガス回収利用）、準好気性埋立技術に加え、デフォルトとして衛

生埋立技術、また最近の技術として浸出水を埋立地に返送するバイオリアクタ型埋立技術、動力を用いて大気

を導入する好気性埋立技術を取り上げる。これらの技術において、埋立地内外における温室効果ガス（メタン、

亜酸化窒素）と浸出水の汚濁負荷（有機炭素、窒素）の生成と消費を制御する因子は、微生物による有機物分

解を律する温度、酸素と水分である。これらパラメータとした長期的な炭素と窒素の三相における分配と移動を、

現場観測とともに、テストセル、ライシメータ、カラム等の様々なスケールでの実験で把握し、冷帯・温帯に位置す

る先進国とは条件が著しく異なり、途上国が集中する東アジアの熱帯域における気候条件下において、IPCC 

Waste Modelの改善と拡張を意識して定式化する。 

 

３．研究開発の方法  

（１）埋立地ガス放出緩和技術の温室効果ガス排出抑制機能の比較評価に関する研究 

 廃棄物埋立地からの温室効果ガス排出に関する現行の算定モデルは、廃棄物の嫌気的分解速度が一次反

応式に従って減衰することを根底とした上で、分解性有機物のガス転換率や構造や管理方法に依存する補正

係数などが与えられている。ここでは、現行モデルをできるだけ活かしながら、準好気性埋立における排出モデル

を策定することを指向して、モデルの詳細を検討した。得られたモデルで用いるパラメータについて、実験室での

小規模培養実験を元に数値を得るとともに、モデルに投入しその妥当性について検証した。 

 また、廃棄物埋立地排水管の水没状態を評価することを目的として、埋立層最深部に設置した水圧モニタリン

グを実施し、準好気的な機能を担保する排水管の開放に関する管理実態を評価した。廃棄物埋立地からのメタ

ンおよび亜酸化窒素の排出挙動に関する知見の集積を目的として、閉鎖型チャンバー法による地表面ガスフラ

ックス調査を行った。 

 

（２）埋立地ガス放出緩和技術の浸出水制御機能の比較評価に関する研究 

 好気性、準好気性及び嫌気性の構造を有する大型ライシメータ実験（以下H06号）3基の浸出水水質及びガス

質データを既存の大型ライシメータ実験（以下新6号）の結果と比較することによって、充填廃棄物の分解に伴う

廃棄物中有機物の分解量と、その液相（浸出水への溶出量）および気相（ガス化量）への分配量の定式化につ

いて検討した。また、液相への分配量の定式化に関して検討を行った。 

 

（３）準好気性埋立技術の東アジア地域への適応化に関する研究 

 タイ王国ラムチャバン市の廃棄物埋立地内に建設された容量7000 m3(45x42x4m)の埋立実験施設（テストセ

ル）二基について、準好気的管理および一般的なタイの埋立地としての管理（ここでは便宜上それぞれ準好気

(SM)セルおよび対照(CT)セルと呼ぶ）を行い、その水質およびガス化挙動を元に熱帯地域での廃棄物分解挙動

と準好気性管理の効果を評価するための観測を行った。また、現場調査で得られたパラメータおよび観測データ

を元に、準好性埋立工法における埋立層への酸素浸透挙動について数値計算による解析を行った。 

 

４．結果及び考察 ※４．のうち、結果についてはサブテーマごとに記載すること。 

（１）埋立地ガス放出緩和技術の温室効果ガス排出抑制機能の比較評価に関する研究 

 昨年度までの成果から、埋立地内におけるT年度に生分解性有機物iの嫌気的および好気的な分解が

同時に起こる条件下での廃棄物分解モデルについて下式のように得られた。 

 

 

 ただし、k i: 嫌気性分解速度定数, KI: 酸素による嫌気分解阻害定数, S O2: 埋立層内酸素濃度, k i
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好気性分解定数, KI
*:酸素不足による好気分解阻害定数、 乾燥による阻害定数である。室

内実験等で与えられたパラメータを元に、アジア多雨地域における各種埋立工法・管理手法からの20

年間のメタン排出挙動を比較した結果を図2に示す。本図ではメタン排出量を累積二酸化炭素当量

(CO2eq)既存の嫌気的な埋立地管理(AN)に対して、欧米の乾燥墓場式管理(DT)のメタン排出量はきわめ

て多くなった。これは、有機成分の溶出による浸出水としての系外放出がないため、炭素の損失が少

なく結果的にガス化される炭素量が増加することに起因する。また、アジア多雨地域においては欧米

と異なり、浸透水排除が充分でなく、降雨強度に応じて一定量の水浸透を想定していることも一因と

して挙げられる。DT方式に埋立地ガス発電を10年間(30ヶ月目からから150ヶ月目)実施する方式

(LFGTE)においては、回収分だけ大気放出等は削減されたが、プロジェクト期間後の排出によりANより

も排出量が上回ることが示された。ただしこの評価には回収された埋立地ガスのエネルギー利用によ

る、化石燃料由来の二酸化炭素放出の代替・緩和効果などは含まれていない。今回の結果にはより総

合的な視点からの考察を付け加える必要があるが、実際の埋立地管理が20年で終了することは考えら

れず、長期的な影響を考慮すると、気候変動に与える影響はさらに大きいものと推測される。準好気

的管理(SM)のメタン排出量はANに比べて20年間の累計で75%程度削減できることが示された。 

 廃棄物埋立地において亜酸化窒素排出が検出される地点数はきわめて少なく、調査地点全体の7%程

度であり、メタン排出の検出地点と比べて6分の1程度であった。アジア地域の熱帯地域の埋立地に限

ると、亜酸化窒素フラックスはメタンフラックスの1%程度であり、単純に検出地点率と合わせて評価

すると亜酸化窒素排出量はメタン排出量の5%程度と見積もられた。埋立地の構造別で評価すると準好

気性埋立地に比較して、嫌気的な管理の埋立地（海面埋立、国内の基準省令以前の旧型埋立地、アジ

ア埋立地）の方が亜酸化窒素フラックスが高い傾向が示された。 
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図2 埋立地メタン排出モデルを用いた 

各埋立工法からのメタン排出挙動の比較（二酸化炭素当量換算） 

 

（２）埋立地ガス放出緩和技術の浸出水制御機能の比較評価に関する研究 

準好気性埋立構造におけるガス化プロセスにおいては、嫌気性と分解プロセスが異なるためpH上昇

に係る要因も異なる。最大要因として、酸素の侵入による酸分解による影響が考えられ、次に有機系

廃棄物からの酸生成速度の減衰や、降水による浸出水の希釈等、が挙げられる。すなわち、準好気性

では埋立地内部の好気的な割合が重要となる。ここで、本実験における準好気性槽のガス化プロセス

移行時期における溶出炭素率（厨芥ベース）を見ると、H06号が58％に対し新6号では27％で頭打ちと

なり両槽において異なる値を示した。これは、両槽における集排水管の径の違いが内部への流入空気

量に影響を与えた事が要因であると考える。そこで、両準好気性槽のガス化プロセスが開始し発生ガ

スの組成が安定化した時期におけるメタン炭酸比（CO2/CH 4）の比較を行った（表2）。吉田
＊の報告で

はこの値が1より大きくなればなるほど埋立地内部での好気性反応が活発である事を示している。その

結果、新6号においてより好気性反応が活発である事が解った。以上の検討から、分配量の定式化を検

討する際に最大溶出率及び、埋立構造の違いによる埋立地内部のメタン炭酸比を考慮する必要がある

と考えた。 
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表2 準好気性槽におけるメタン炭酸比の比較 

メタン炭酸比
CO2/CH4

H06号準好気 1200日～1500日 55 35 1.6
新6号準好気 300日～600日 25 10 2.5

CH4（％-Ave)CO2（％-Ave)検討実験期間

 

 前述した要因を考慮し、大型埋立実験槽からの累積炭素溶出量の定式化を検討した（図3）。まず 、

液相への炭素分配量は固相からの溶出係数によって決まり、その値は実験値の近似値から算出した。

また、散水量の違いが与える影響についても単位体積当たりの累積浸出量として考慮した。さらに、

可溶化期間の決定には嫌気性埋立構造での最大溶出率（厨芥ベース）になるまでの期間を実験値から

算出した。準好気性埋立構造においては、埋立構造の違いが与える埋立地内の好気係数をメタン炭酸

比で代用し嫌気の最大溶出量に用いた。以下に本モデルで用いたパラメータの詳細を表3に示す。これ

らのパラメータを両実験槽で変化させ予測した液相への分配予測挙動と実測値との比較を図4に示し 、

さらに算出した最大溶出量の予測値と、実測値との比較を表4に示す。その結果、液相への分配挙動に

おいて両実験槽においてほぼ類似する結果を得られた。また、可溶期間についても実測値と予測値に

おいて概ね類似する結果となった。以上の事から、本実験槽を用いた固相から液相への配分挙動は降

水量とガス化プロセスへの移行時期を考慮する事で定式化する事が出来た。 

 

図3 埋立構造別の実測値及びモデル計算値の比較 

 

表3 本モデルで用いたパラメータの詳細 

パラメーター H06号 新6号 補足

Sdis : 固相からの溶出係数 30.81 実測値からの近似値

? （%）：有効間隙率 0.2 サブテーマ3の計算値

Ql（L/? ） :単位体積当たり累積浸出水量 － － 実測値から計算

P（mm/年）：年間降水量 1600 1200 実験条件

A（㎡）：埋立地面積 0.28 0.19 実験条件

C（-）：浸出水率 0.85 実測値から計算

QL A（? ）：埋立地容積 1.13 0.83 実験条件

TL（年）：可溶化期間 An：5、Se：2.2 An:3、Se:0.9 実測値

DLCmax（kg） :可溶化期間で溶出される最大溶出量 An:24.4、Se：18.4 An:21.4、Se:4.4 計算値

Wkw（kg）：埋立廃棄物中に含まれる厨芥中の炭素量 31.4 25.9 実験条件

kAn（-）：嫌気性埋立構造での最大可能性炭素溶出率 0.8 実測値から計算

KAe（-） :埋立構造別の好気係数(メタン炭酸比） 1.6 2.5 実測値から計算
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図4 モデルを用いて算出した予測結果と実測値との比較（左H06号、右新6号） 

表4 最大溶出量の予測値と、実測値との比較 

実験名 埋立構造 予測量（ｋｇ） 実測量（ｋｇ）

嫌気性槽 25.1 24.4
準好気性槽 15.7 18.4

嫌気性槽 20.7 21.4
準好気性槽 8.3 4.4

H06号

新6号
 

 

（３）準好気性埋立技術の東アジア地域への適応化に関する研究 

 タイの埋立地に設置したテストセルにおけるメタンガス排出量を比較した結果、両セルから排出さ

れるメタンガス量は観測初期に比べて大きく減少していることが示された。両セルから排出されるメ

タン排出総量については降雨に伴う季節変動があるが、ほぼ同程度であり、季節的にも同様のパター

ンを示していることが示唆された。当該地域の降水量情報を元にすると、埋立セルでは浸透量が増加

する時期にメタン発生量も増加して大きなピークを示すが、昨年以降は降水量の増加する雨期であっ

てもメタン発生量の増加は確認されなかった。また、排出ガス中の二酸化炭素メタン比についても両

セルの差が少なくなってきており、廃棄物の分解・ガス化としては収束に向かっている安定化フェー

ズであることが推測された。 

 テストセルから排出される浸出水質については、両セルのBOD濃度は10,000-20,000mg/l前後で推移

し、有意な差はみられなかった。しかし内部保有水のBODについては、準好気セルは対照セルよりに比

べて1/3から1/5程度と低いことが示された。対照セルでは内部に堪水している保有水がそのまま排水

されるが、準好気セルでは可溶化した有機成分のガス化が活発であることならびに浸透から排水まで

の転換が早いことから、水質形成がより複雑であるといえる。特に、準好気セルの有機性炭素濃度が

対照セルの倍程度高いことは、浸出水中に含有される有機性の水質構成成分に特徴があることを示し

ていると考えられる。 

 累積の温室効果ガス排出量を比較した結果を図5に示す。対照セルからの温室効果ガス排出量は、準

好気セルと比較して3倍程度であった。一方で、埋立地ガス自身の排出量についても対照セルの方が多

く、準好気セルの2倍程度であった。すなわち、メタン発生だけでなくガス化反応自体が対照セルの方

が活発であったことが示唆された。これはサブテーマ(1)でも示されたとおり、雨水浸透による分解性

炭素の系外排除の影響が大きいことが要因としてあげられる。また、対照セルでは湛水により水分が

豊富に存在したが、排水を実施する準好気セルでは生物分解に必要な水分の供給が充分でなかったこ

となども、原因として考えられる。可溶化炭素の系外排除は水系への汚濁負荷が懸念される事項であ

り、温室効果ガス排出削減のみならず地域の環境負荷と埋立地内の生物分解の促進を考慮した上で、

処分場への降雨浸透、内部の水分、浸出水などを総合的に管理する必要性があることが示された。 
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図5 埋立地テストセルからの累積メタン排出量（二酸化炭素当量換算） 

 

 準好気性埋立における酸素浸透挙動について数値解析による評価を行った一例を図6に示す。この解

析には、埋立物中の生物分解性有機物量の他、不均質な間隙構造などの物理的性質、降雨浸透量およ

び大気温度などの気象条件なども入力値として解析可能であるため、アジア地域を中心とした多様な

埋立地の状況を再現可能である。安定化の進行に伴う埋立物中の生物分解性有機物の残存量の減少に

応じて、酸素浸透の深さは徐々に増加し、好気的または通性嫌気的な雰囲気の範囲が拡大することが

示された。有機物埋立量が少なく、大気温度が低い日本の埋立地とは異なる酸素浸透挙動を示すこと

が示唆され、こうした現況にあった工法や維持管理手法の適用が肝要であると考えられた。具体的に

は、ガス抜き管の間隔、排水管の管径、被覆の状態などのパラメータを現地化した上で、中小規模の

埋立地への適用可能性を検討することが望ましいと考えられる。 
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図6 準好性埋立工法における酸素浸透挙動 

 

５．本研究により得られた主な成果  

（１）科学的意義 

 嫌気的雰囲気と好気的雰囲気が共存する埋立地内での生物反応由来の環境負荷を、温室効果ガスお

よび水系への負荷の両面から評価可能なモデルが提示された。これまで欧米や日本の環境条件におけ

る特定の埋立工法の評価モデルは存在したが、他地域や他技術に対しては拡張して適用されていたこ

とで、実際の現象を表現する上では限界があった。本研究で提示されたモデルでは、複数の異なる埋
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立地管理手法を比較可能であること、ならびにこれまであまり評価地域として対象にされて

こなかったアジア地域への技術導入の効果が可能であること、などの点で高い新規性を有している。 

 廃棄物埋立地からの亜酸化窒素排出に関する報告は世界的に見てきわめて乏しく、埋立層における

排出挙動に関する知見はほとんどない状況である。本研究で得られた成果は、亜酸化窒素の排出が我

が国の埋立地においては非常に稀であり排出量の寄与としては小さいこと、ならびにその排出メカニ

ズムとしては嫌気的生成と好気的生成の双方に由来することが示された。廃棄物埋立地あるいは投棄

地の維持管理手法が亜酸化窒素排出挙動に大きく影響することが示され、埋立地の緩和効果を検証す

る上で貴重な知見が提供されたと考えられる。 

 熱帯地域の条件下で実験を行うことにより、同地域において準好気性埋立を機能させる第一の因子が

降水浸透量と浸出水排水量の制御であることを実証的に示した。 

 

（２）環境政策への貢献 

＜行政が既に活用した成果＞ 

 環境省の開催する温室効果ガス排出量算定法検討会において、廃棄物分野における排出量算定に用

いられるモデルの更新やパラメータについての情報提供を行った。環境省および国立環境研究所の主

催する「アジアにおける温室効果ガスインベントリ整備に関するワークショップ」を通じて、廃棄物

分野の温室効果ガス排出量算定の高度化に関する情報提供を行った。特に、算定モデルの選定、排出

係数の地域特異性、ならびに活動量データの精緻化による信頼性の向上について本研究成果の実例を

交えて紹介し、アジア各国に向けた情報発信を行った。 

 環境省の「CDMを利用したコベネフィット実現促進・支援事業委託業務におけるコベネフィットCDM

事業検討会」において、温室効果ガス削減技術をアジア地域に移転する際における留意点について、

専門的見地からの意見の具申を行った。環境省および国立環境研究所の主催する「アジアにおける温

室効果ガスインベントリ整備に関するワークショップ」を通じて、廃棄物分野の温室効果ガス排出量

算定の高度化に関する情報提供を行った。特に、算定モデルの選定、排出係数の地域特異性、ならび

に活動量データの精緻化による信頼性の向上について本研究成果の実例を交えて紹介し、アジア各国

に向けた情報発信を行った。 

本研究により、「準好気性埋立構造」の地球温暖化効果ガスの削減効果と浸出水による周辺環境へ

の汚濁負荷低減効果が定量化されたことで、本埋立構造がCDM事業としてUNFCCに認可されるための重

要な情報源となった。これにより、廃棄物処理処分、特に埋立処分のための財源がない国々へ、埋立

処分に特化した資金が投入され、埋立地の改善による周辺環境負荷の低減が可能となり、延いては、

地球全体の環境保全に寄与した。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

 IPCCの次期排出量算定ガイドラインの改訂、およびIPCC第五次評価報告書における緩和効果の記載

に向けた情報提供を行う。 
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A-1001  埋立地ガス放出緩和技術のコベネフィットの比較検証に関する研究  

(1) 埋立地ガス放出緩和技術の温室効果ガス排出抑制機能の比較評価に関する研究 
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           予算額は、間接経費を含む。 
 

 

［要旨］ 

東南アジア地域への技術導入効果を表現可能な、廃棄物埋立地からの温室効果ガス排出量算定モ

デルを開発し、技術評価に供した。モデルの特徴としては、準好気性埋立や不十分な表層管理に

よる埋立層への空気浸入特性、降雨浸透量に代表される気象特性に応じて、嫌気・好気両反応に

よる廃棄物分解を表現可能な点にある。現行の IPCC算定法とメタン排出量が同程度となるのは埋

立層酸素濃度が7%程度の場合であり、それ以下の濃度では現行算定法による排出量よりも多くな

ることが示された。アジア多雨地域への各種埋立工法の導入効果を評価した結果、表層を被覆し

た乾燥墓場型では、浸出水経由での炭素の損失が少なく分解性炭素が多く残存するため、メタン

が長期間多量に発生することが示された。表層での浸透水排除が充分でなく一定の降雨浸透が起

こることも、高いガス排出量を示す要因と考えられた。伝統的な衛生埋立では、不十分な表層施

工や降雨流出によって表面からの大気浸透の影響を受けること、および浸出水中経由で放出され

る炭素が多いことからガス化される炭素量が少なく、メタン排出量は乾燥墓場方式の半分以下に

留まった。埋立地ガス発電方式では、発電期間後にも残存する炭素由来のメタンの継続的な排出

の影響で、長期的には衛生埋立よりも排出量が上回ることが示された。準好気性管理のメタン排

出量は衛生埋立に比べて高い排出削減効果(75%)が示された。埋立地での亜酸化窒素排出地点数は

メタン排出地点の3割程度に留まった。一方で、熱帯・亜熱帯に位置する埋立地や海面処分場にお

いては、比較的高い亜酸化窒素放出が認められ、飽和条件下での嫌気的な亜酸化窒素生成および

溶存態亜酸化窒素の気化による放出量増加が示唆された。メタンと亜酸化窒素のフラックスの間

には有意な正の相関が確認され、埋立地から排出される亜酸化窒素の温室効果は単純計算でメタ

ンの5%以下と見積もられた。埋立地からの亜酸化窒素の排出は嫌気的なメタン生成と強く関連し

ており、特に多雨地域における排出挙動についてさらなる調査検討が必要であると結論づけられ

た。 
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［キーワード］ 

温室効果ガス排出量算定モデル、メタン、亜酸化窒素、好気性生物分解、準好気性埋立 

 

 

１．はじめに 

 廃棄物処理は本来公衆衛生向上と環境保全という２つの目的を有しており、途上国の廃棄物分

野における温室効果ガス排出量削減事業は、これら2つの目的も同時に改善させなければならない。

持続可能な開発と地球温暖化対策の両立はコベネフィット・アプローチとして、我が国の国際環

境政策の柱として位置づけられている。欧米発の緩和策である埋立地メタン回収利用技術は、途

上国でのCDM事業において、初期コストが大きい、回収効率が低い、メタン発生や浸出水汚濁が

長期化する等の問題が顕在化している。一方、我が国固有の緩和策である準好気性埋立技術は、

安価であり、メタン発生と浸出水汚濁を同時に防止し、無動力で長期的に機能する点で、途上国

への適用性が高い技術である。 

 これら競合する緩和技術のコベネフィット（温室効果ガス放出防止と水質汚濁防止）を相互に

比較検証し、準好気性埋立技術の優位性を証明することは、我が国が排出削減の約束を果たし、

アジアにおける環境政策を主導するために必須かつ危急の課題である。埋立地で環境保全上、最

も重要なことは浸出水に起因する環境汚染の防止である。廃棄物埋立地の環境安全性を向上させ

るための技術的な取り組みは世界中で実施されており、地域の廃棄物管理および気候特性に応じ

た技術が提案されている。降水量が比較的小さい欧米では、埋立地表層の遮蔽により廃棄物層へ

の水分浸透を排除するとともに、発生するメタンを回収・利用するDry Tomb（乾燥墓場）型埋立

の技術が開発された。これは発生ガスをエネルギーに転換できるため、ほとんどの埋立地C DM事

業の方法論として採用されてきた。しかし、当該事業における認証排出削減の取得率は30%に満た

ない。これは、汚濁した浸出水の発生量を低減することができる一方で、水分が不足するため廃

棄物の分解が遅れることが懸念されるためである。 

 理論的には、埋立地内で廃棄物が変成しないまま乾燥し「ミイラ」化されるまでの長い期間、

埋立地ガスおよび浸出水が微量ではあるが継続的に排出される。これまでにも、浸出水がひどく

汚濁し、ガス発生が長期化して埋立地の管理を30年以上続けなければならない、後年雨水が浸入

すると、浸出水の汚濁やガスの発生が再開する、などの問題が顕在化している。このような技術

を降水量が大きい途上国に適用することはきわめてリスクが大きい。米国では、浸出水を循環さ

せることで、水分の供給による分解促進と浸出水処理のコスト削減の試みがされている。これは

「バイオリアクター型」埋立と呼ばれ、埋立地ガス回収・発電の予測がたてやすく設計および維

持管理が容易となるという利点があるが、循環にかかるエネルギーや維持管理項目の増加との兼

ね合いが検討項目としてあげられる。 

 降水量が比較的大きい我が国では、浸出水集排水（水平）管とガス抜き（鉛直）管を連結して

埋立地内に設置し、表層からの降水浸透により廃棄物の洗浄・安定化を図るとともに、集排水管

を通じて速やかに埋立地外へ排出すること、およびガス抜き管と集排水管の接続により、集排水

管出口からガス抜き管出口までの経路でのガス交換が促進されることを目的とした「準好気型埋

立」技術が1970年代に開発され、標準仕様となっている。この埋立技術では、埋立地内外の温度

差を利用して無動力で大気を送り込み、有機物の好気性分解を促すことが利点としてあげられる
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が、その理論上の効果が発揮されるためには、埋立地内の水位を常に低く制御することが求めら

れるほか、ガスの発生量に応じて大気の浸入の程度が影響を受けることや、浸出水処理に一定の

水量負荷がかかることなどに注意する必要がある。好気性分解の促進は、浸出水の汚濁を低減し、

メタンガスの発生期間と量を削減する、まさにコベネフィットな技術であるといえる。しかし、

この技術の開発後に我が国では都市ごみの焼却が進んだため、途上国のような生ごみ主体の埋立

地における性能評価や、地域の気候に合わせた技術仕様に関する学術研究が進まなかった。結果

として、技術の存在が海外でほとんど認知されておらず、IPCC第4次報告書で緩和技術として採用

されず、近隣のアジア諸国のC DM事業においてもこの気候では失敗技術といえるDry Tomb型埋立

技術が席巻してしまっている。 

 以上のように、埋立技術には一長一短があるが、こと温室効果ガスの放出緩和という機能で評

価する場合、もっとも排出機構の理論的裏付けが少なく、排出量算定上の不確実性が高いのは準

好気型埋立である。従って、準好気型埋立における温室効果ガスの排出挙動に関する知見の集積

と、排出量算定に関する方法論の精緻化が必要である。 

 

 

２．研究開発目的 

準好気型埋立技術は従来型の廃棄物埋立技術と比較して、温室効果ガス（メタン: CH4）の排出

量削減に寄与すると考えられており、 IPCCの排出量算定ガイドラインにおいても、補正係数とし

て0.5（C H4排出が最大となる場合の半分の排出量）という係数が与えられている
1)
。その一方で、

準好気性埋立においては微好気領域と嫌気領域が混在していることから、実際の廃棄物の分解機

作はより複雑であると考えられる。すなわち、嫌気性埋立にもとづく現行の算定方法では、準好

性埋立由来の温室効果ガス排出挙動を正しく表現していない可能性が高く、独特の廃棄物分解お

よびガス化を表現する新たなモデルの開発が求められる。また、そのような特徴的な環境条件下

における、亜酸化窒素 (N2O)の排出の可能性が指摘されており、準好気型埋立を排出量緩和技術と

位置づけていくためには、その発生・排出機構ならびに排出量の程度についても評価することが

肝要であるといえる
2 )
。 

以上のことから本サブテーマでは、準好気性埋立における温室効果ガス排出算定モデルの開発

を最終的な目標として、嫌気および好気的雰囲気の共存下における廃棄物分解挙動の定式化およ

びパラメータの取得を試みた。また、同一モデルでの評価を可能とするため、各種埋立技術のコ

ベネフィット性能を評価するため、技術情報を集積した。比較対象とする埋立地ガス放出緩和技

術としては、Dry Tomb型埋立技術（メタンガス回収利用）、準好気性埋立技術に加え、デフォル

トとして衛生埋立技術を取り上げた。これらの技術において、埋立地内外における温室効果ガス

（メタン、亜酸化窒素）と浸出水の汚濁負荷（有機炭素、窒素）の生成と消費を制御する因子は、

微生物による有機物分解を律する温度、酸素と水分である。これらパラメータとした長期的な炭

素と窒素の三相における分配と移動を、現場観測とともに、テストセル、ライシメータ、カラム

等の様々なスケールでの実験で把握し、冷帯・温帯に位置する先進国とは条件が著しく異なり、

途上国が集中する東アジアの熱帯域における気候条件下において、IPCC W aste Modelの改善と拡張

を意識して定式化した。 
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３．研究開発方法 

（１）嫌気・好気混在環境下における温室効果ガス排出モデルの構築 

廃棄物埋立地からの温室効果ガス排出に関する現行の算定モデルは、廃棄物の嫌気的分解速度

が一次反応式に従って減衰することを根底とした上で、分解性有機物のガス転換率や構造や管理

方法に依存する補正係数などが与えられている。ここでは、現行モデルをできるだけ活かしなが

ら、準好気性埋立における排出モデルを策定することを指向して、以下のような観点でフレーム

を構築したうえで、既往研究を参考としてモデルの詳細を検討した。 

・嫌気性と好気性の分解はそれぞれ一次分解反応と仮定するが反応速度は個別に設定する。 

・微少酸素の存在下において、嫌気性分解は酸素による非拮抗阻害、好気性分解は低濃度阻害

を受けるものとし、それぞれの阻害定数を設定する。 

・低水位管理およびガス交換に伴う乾燥を考慮した阻害定数を分解速度に対して与える 

 さらに、得られたモデル案において必要なパラメータについて、実験室での小規模培養実験を

元に暫定的な数値を得るとともに、モデルに投入しその妥当性について検証した。 

 

（２）廃棄物最終処分場集排水管の大気開放状況調査 

 廃棄物最終処分場から埋立地ガスを排除し受動的に大気を導入する準好気性埋立工法において

は、底部の集排水管の開口部からガス抜き管までの管渠が大気開放されていることが肝要である。

しかし、高い降雨強度の発生時ならびに保護材の目詰まり等により、集排水管が水没した場合に

は期待されている大気導入の効果が得られない。廃棄物最終処分場集排水管の開放・水没状態を

評価することを目的として、埋立層最深部での水圧モニタリングを実施し、準好気的な機能を担

保する排水管の開放に関する管理実態を評価した。実処分場埋立層内の排水管最深部（保護土・

砕石層下）付近において水圧センサーを設置するとともに計測を行い、準好気的状態の管理実態

について評価した 

 
（３）亜酸化窒素ガスの排出挙動解明 

１）実態調査実施地点 

廃棄物埋立地からのメタンおよび亜酸化窒素の排出挙動に関する知見の集積を目的として、以

下の地点において地表面ガスフラックスに関する実態調査を行い、埋立地からのメタンおよび亜

酸化窒素の発生量を評価した。各埋立地の詳細は以下の通りである。 

 

a) A1サイト：本処分場の調査対象は、2002年3月に埋立を終了した産業廃棄物処分場の管理型区

画である。なお、本区画は海面処分場であり、処理対象廃棄物は一般廃棄物焼却灰、産業廃

棄物・災害廃棄物、陸上残土および浚渫土砂である。 

b) A2サイト：埋立期間は1979-2004年であり、敷地面積は258,400m2
の山間型の一般廃棄物最終

処分場である。処理対象廃棄物は、一般廃棄物のうち、混合ごみ、可燃ごみ、不燃ごみ、直

接搬入ごみ、破砕ごみ、中間処理残渣および焼却残渣である。 

c) Bサイト：本処分場は2001年に閉鎖された産業廃棄物の管理型処分場であり、河川敷から住宅

地付近まで拡大した平地型(積み上げ式)の処分場である。処理対象廃棄物は、汚泥、鉱さい、
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廃プラスチック、建設廃材、ガラス、陶磁器および燃え殻である。 

d) Cサイト：産業廃棄物の管理型処分場であり、海岸付近を掘削した後埋め立てを行った投入型

の処分場である。埋立期間は第1区画が1982-1988年、第2区画が1988-1990年、第3区画が

1990-1995年、第4区画が1995- 2000年および第5区画は2001-2009年である。主な処理対象廃棄

物は、有機汚泥、無機汚泥、燃え殻、鉱さい、ばいじんである。 

e) Dサイト：本サイトはマレーシア国中部に位置する生活系廃棄物の埋立地であり、埋立期間は

2001年から2007年である。積み上げ式の嫌気性埋立構造であり、浸出水の集水および処理は

不十分である。 

f) Eサイト：本処分場の調査対象は2002年3月に埋立を終了した産業廃棄物処分場の管理型区画

である。処理対象廃棄物は一般廃棄物、産業廃棄物・災害廃棄物、陸上残土および浚渫土砂

である。 

g) Fサイト：亜熱帯に位置する混合ごみおよび焼却残さを含む一般廃棄物処分場であり、旧区画

(1969-2003)と新区画(1993-2006)に分けられる。 

h) Gサイト：本サイトはタイ王国南東部に位置する生活系廃棄物の埋立地であり、2004年から埋

立てられている。積み上げ式の嫌気性埋立構造であり、遮水工を有しているため一定量の浸

出水は貯留池に排出されているが、その回収は不十分であり、地盤および周辺表層水系への

漏洩が懸念されている。 

i) Hサイト：スリランカ中部に位置する都市ごみの開放投棄地（オープンダンピング）であり、

埋立期間は1995年から2011年である。 

j) Iサイト：スリランカ南東部に位置する都市ごみの埋立地である。掘り込み型であるが、覆土

は不十分で、オープンダンピングに近い管理がなされいていた。埋立期間は2007年からで現

在も運用中である。 

 

２）閉鎖型チャンバー法によるガス排出量評価 

閉鎖型チャンバーを土壌表面に設置し、チャンバー内の濃度増加を時間の関数とした。チャン

バーが小さい場合には常に拡散により混合が起こるが、大きなチャンバーでは攪拌装置が必要と

なる。本研究の調査では、直径51.0cm、高さ17.5cmのアクリル製円筒状のものを用いた。土壌表

面からのガス成分フラックスは次式により算出した。採取したガス中のメタンおよびN2O濃度は、

水素炎イオン化検出器 (FID)およびパルス放電光イオン化検出器 (PDD)付きガスクロマトグラフ

GC14B（島津製作所）により測定した。 

 

 

４．結果及び考察 

（１）嫌気・好気混在環境下における温室効果ガス排出モデルの構築 

 昨年度までの成果から、埋立地内においてT年度に生分解性有機物iの嫌気的および好気的な分解

が同時に起こる条件下での廃棄物分解モデルについて下式のように得られた。 

 

 

 

)e1()e1(WA AN
*
i2Oi fkfk

T,iT,i
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 ただし、ki: 嫌気性分解速度定数, KI: 酸素による嫌気分解阻害定数, SO2: 埋立層内酸素濃度, ki*:  

好気性分解定数, KI
*:酸素不足による好気分解阻害定数、 乾燥による阻害定数である。 

 また、T年度に溶存態として埋立地外に排出される生分解性有機物iの挙動について、下式のよう

に得られた。 

 

hydkdisk
T,iT,i e1e1WL  

Ci,T = Ci,T-1 + Li,T - Fi,T 
 

 

  

ただしLi,T: T年度に固形物から溶出される分解性成分i、kdis: 高分子混合体の嫌気的な解合速度定

数, khyd: 嫌気的加水分解速度定数, Ci,T: T年度に間隙水中に存在する成分i、Fi, T: T年度に埋立地外へ

排出される成分i、 : 有効間隙率、I: 埋立層への浸透強度、である。 

 このうち、特に情報が不足しているパラメータであるK Iについて培養試験を経て実験的に算出

した結果、KI=143,000ppmvが得られた。 については、本研究サブテーマ3の結果を踏まえて0.85

（乾燥により15%速度低下）を与えた。以上のパラメータを元に、仮想条件（埋立量70,000 tから

のメタン発生経年累積）でのメタン排出量を算定した結果を図 (1)-1に示す。既存のIPCCによる算

定法に比較して、本研究で示されたモデル(A1001モデル )では、埋立層内の酸素浸入状況によって

メタン発生量が大きく変動するのが特徴である。本算定法では、埋立層酸素濃度が5%の場合で20

年間の累積排出量は既存の方法に比べて37%減、10%の場合で60%減となることが示された。また、

既存の方法と20年間のメタン排出量が同程度となるのは埋立層酸素濃度が2.2%程度の場合であり、

それ以下の濃度では現行の算定法（嫌気性埋立の半分）による排出量よりも多く算定されること

が示された。 
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図(1)-1 提案された埋立地ガス排出量算定モデルを用いた排出挙動の比較 

 

 アジア多雨地域における各種埋立工法・管理手法における、維持管理期間での累積メタン排出

量を図 (1)-2に示す。維持管理期間は20年とし、メタン排出量は二酸化炭素当量 (CO2 eq)で表現した。

表層を被覆した乾燥墓場 (DT)型埋立地は、本研究で比較対象とした埋立地管理手法の中で最も高

いメタン排出量を示した。これは、有機成分の溶出による浸出水としての系外放出がないため、

炭素の損失が少なく、結果的に嫌気的な生物反応によってガス化される炭素量が埋立地内に多く

残存することに起因する。また、アジア多雨地域においては欧米と異なり、表層の被覆による浸

透水排除が充分でなく、降雨強度に応じて埋立層への一定量の水浸透が想定されることも一因と

して挙げられる。このことが欧米における不活性の乾燥墓場型埋立とは異なるガス排出挙動を示

す要因であると考えられる。 

 伝統的な衛生埋立 (AN)工法においては、埋立層内は嫌気的な環境下にあると一般的には考えら

れてきたが、本研究での調査により、不十分な表層覆土の施工や降雨流出によって、大気浸透の

影響を受けることが確認されている（サブテーマ3の報告参照）。すなわち生物分解性炭素の一定

量が好気的な転換によりガス化されることが想定される。また、図 (1)-3にも示したように、浸出

水中に溶存する形態で埋立地外に放出される炭素が多いこともあり、ガス化される炭素量が少な

いため、メタン排出量はDT方式に比較して半分以下に留まった。 

 DT方式に埋立地ガス発電を10年間(30ヶ月目からから150ヶ月目 )実施する方式 (LF GTE)において

は、回収分だけ大気放出量は削減されたが、プロジェクト期間後の排出により既存の嫌気的な埋

立地管理(AN)よりも排出量が上回ることが示された。ただしこの評価には回収された埋立地ガス

のエネルギー利用による、化石燃料由来の二酸化炭素放出の代替・緩和効果などは含まれていな

い。今回の結果にはより総合的な視点からの考察を付け加える必要があるが、実際の埋立地管理
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が20年で終了することは考えられない。長期的な影響を考慮すると、特にDTおよびLF GTE方式の

埋立地が気候変動に与える影響はさらに大きいものと推測される。準好気的管理(SM)のメタン排

出量はANに比べて20年間の累計で75%程度削減できることが示された。 
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図(1)-2 埋立地メタン排出モデルを用いた 

各埋立工法からのメタン排出挙動の比較（二酸化炭素当量換算:CO2eq） 
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図(1)-3 埋立地から浸出水中に含有されて排出される溶存態炭素の累積量 

 

（２）廃棄物最終処分場集排水管の大気開放状況調査 

 実処分場埋立層内の排水管最深部（保護土・砕石層下）付近において設置した水圧計による計

測を行い、準好気的状態の管理実態について評価した（図 (1)-4）。埋立開始時からの継続的なモ
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ニタリングの結果より、降雨時の雨水浸透に伴う水圧の一時的な上昇に対する低下および回復ま

でに要する時間は、埋立層厚の増加によって延びることが示された。水圧が上がった状態を水位

が上がっている状態として、管末端が水没していると仮定すると、モニタリング期間のうち40%

程度が水没していることが推測された。これは連続して襲来した台風（台風12号および15号）に

よる豪雨被害を受けたことも影響しているが、降雨後の排水管末端の水没状態の再開放までには

一定の時間を要することは明らかであり、準好気性埋立地における、実際の大気導入効果につい

て管理実態が及ぼす影響についての検討が必要であることが示された。 
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（３）亜酸化窒素ガスの排出挙動解明 

 廃棄物埋立地における亜酸化窒素排出量調査の結果を表 (1)-1に示す。廃棄物埋立地において亜

酸化窒素排出が検出される地点数はきわめて少なく、調査地点全体（626地点）の6.7%であり、メ

タン排出の検出地点と比べて3割程度であった。日本国内の埋立地ごとの平均亜酸化窒素フラック

スは、既往研究の報告例 (Sormunen et al., 2008; Watzinger et al., 2005, Zhang et al., 2009) と同程度で

あった。一方で、熱帯・亜熱帯に位置する埋立地や海面処分場においては、比較的高い亜酸化窒

素放出挙動が見られた。これは既報の中で最も高い排出量である、25年に渡り年間35万トンの都

市ごみを直接埋立してきたフィンランドの埋立地からの亜酸化窒素放出 (Rinne et al. 2005)と同程

度であった。アジア地域の埋立地において高い亜酸化窒素放出量を示した要因としては、生ごみ

を含む高い窒素含有量の都市ごみを受け入れていることが考えられるが、同様に都市ごみが直接

埋め立てられたA2サイトでは必ずしも亜酸化窒素排出量は高くない。また、海面処分場（A1サイ

トおよびEサイト）においても高い亜酸化窒素排出量が示されたことから、埋立層内の高い水分含

図(1)-4 埋立地内水圧と降水量の経時変化 
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有量が、亜酸化窒素への転換を促進している可能性が示唆された。このことから、飽和条件下で

の嫌気的な亜酸化窒素生成および溶存態亜酸化窒素からのガス転換などによる放出量増加が推測

された。Tsujimoto ら (1994)も 海面処分場からの亜酸化窒素の排出を報告しており、海面処分場は

亜酸化窒素の排出源であるという位置づけがされている。A2サイトでは、安定化促進工事の実施

以降、好気化に伴って亜酸化窒素の排出量が漸減する傾向が確認された。  

 測定地点ごとの亜酸化窒素フラックスとメタンフラックスの関係を図 (1)-5に示す。メタンフラ

ックスは一部の例外を除き1.0 ml/m2/min以下のレベルに留まっていた。また、メタン酸化が示唆さ

れる負のフラックスについてもA1 サイトおよびA2サイトの数地点で確認された。正のメタンフ

ラックスの範囲では、メタンフラックスの増加に伴って亜酸化窒素フラックスも増加する傾向が

確認された。一方、負のフラックスを示した地点では、その他の低いメタンフラックスを示した

地点に比べるとやや高い亜酸化窒素フラックスを示した。Zhang ら (2009) は、埋立地表層におい

てはメタン酸化細菌がアンモニウム塩を代理基質として亜酸化窒素を生成することを報告してい

る。本調査においても、活発なメタン酸化が確認された地点で亜酸化窒素の排出が確認されたこ

とから、両者の関係性が推測される。ただし、覆土での亜酸化窒素生成が報告された既往の調査

では、コンポストやMBT残さなど窒素化合物を含む覆土材が用いられているが、本調査ではこう

した材料が使われておらず、表層での窒素源が不明である。 

 正のフラックスを示した地点では、メタンフラックスと亜酸化窒素のフラックスの間には有意

な相関 (r = 0.89, P < 0.0001)が確認された。埋立地の表面から排出されるガスは、埋立層内の様々な

廃棄物を生成源としたガスが埋立層内を移動する過程で混合された上で排出されているものであ

る。従って表層で検出された埋立地ガスは特定の廃棄物を発生源としたものではないが、移動の

過程で混合されたガスの経路に通じる複数の排出地点を代表していると考えられる。以上のこと

から、亜酸化窒素の排出源は埋立層内でのメタン排出源と一定の関係性を有しており、亜酸化窒

素とメタンのフラックスの相関にもガスの生成源そのものではないが一定の代表性が示されてい

ることと考えられた。また、この相関から、亜酸化窒素の生成はメタンと同様に嫌気的な雰囲気

下での生成プロセスに依存していることが示唆された。 

 埋立地ごとの平均亜酸化窒素フラックスと平均メタンフラックスの関係を図 (1)-6に示す。なお、

Gサイトにおいては亜酸化窒素フラックスが検出されなかったのでここでは除外している。埋立地

ごとの平均メタンフラックスと平均亜酸化窒素のフラックスの間には有意な相関 (r = 0.66, P < 

0.001)が確認された。この相関においては、亜酸化窒素の平均フラックスはメタンの平均フラック

スの1%以下にあることが示された。この関係を元にすると、埋立地から排出される亜酸化窒素の

温室効果は、メタンのおよそ15%程度であると評価される。ただし、ここで示した相関には、亜酸

化窒素が検出されなかった地点などを含んでいないため、亜酸化窒素排出量は過大に評価されて

いると考えられる。単純に検出地点率で換算すると、亜酸化窒素はメタンの5%以下のインパクト

と見積もられた。いずれにせよ、埋立地からの亜酸化窒素の排出は嫌気的なメタン生成と強く関

連しており、特に多雨地域における排出挙動について、さらなる調査検討が必要であると結論づ

けられる。嫌気的な亜酸化窒素生成においては、低いpHにおいて亜硝酸還元酵素が阻害されるこ

とで亜酸化窒素の排出に繋がることが報告(Okabe et al., 2011)されており、有機性廃棄物を多く含

む途上国の埋立地での嫌気的な脂肪酸生成に伴うpHの低下が高い亜酸化窒素の排出を導いたこと

が推測される。 
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 今回の調査においては、準好気性埋立（A2サイトの2010および2011）における亜酸化窒素排出

について特定の傾向は確認されなかった。Louら (2009) は好気的に管理されたバイオリアクター

型埋立からの高い亜酸化窒素排出を確認しているが、この要因として高濃度の窒素化合物を含む

浸出水の再循環にあるとしている。既往研究においては、埋立層への強制的な空気の導入、掘削

切断面、および覆土層から排出されるガスについて、メタンと亜酸化窒素が排出量や濃度で逆相

関を示すことがしばしば報告されている(Zhang et al., 2009; Borj esson and Svensson, 1997; Harborth 

et al., 2013)。しかし本研究の成果から、埋立層内に部分的に酸素を導入する準好気性埋立工法にお

いては、好気的な反応で亜酸化窒素を生成していることは明確にはされなかった。ただし、準好

性埋立工法に限らず、不十分な覆土施工による表面からの酸素の浸透など、部分的な好気環境へ

の転換により生成される亜硝酸が、従属栄養的な脱窒反応の基質として使われることで、嫌気的

な亜酸化窒素の排出源となっている可能性は充分考えられる。 

 

表(1)-1 廃棄物埋立地における亜酸化窒素排出量調査結果の概要 

Sampling Mean N2Oflux

points （ml/m2/min)
2008 87 10 0 ND
2009 34 8 4 0.0045
2010 23 7 2 0.001
2011 13 3 1 0.000025
2012 6 3 3 0.00021
2009 39 26 6 0.0068
2010 17 13 3 0.0023
2011 12 6 1 0.000048
2008 26 5 0 ND
2009 13 3 3 0.0046
2010 14 3 1 0.000015
2008 37 5 0 ND
2009 22 3 2 0.000076
2010 7 3 2 0.000055
2008 54 7 0 ND
2009 7 2 2 0.0013
2010 13 4 0 ND

D 2009 88 41 1 0.068
G 2010 48 25 0 ND
F_old 2008 38 6 2 0.024
F_new 2008 14 4 1 0.027
H 2012 8 5 4 0.070
I 2012 6 4 4 0.022

CH4

detection
Climate zone

temperate

Landfill
N2O

detection

B

C

E

tropical

A2

A1
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図(1)-5 各排出地点におけるメタンおよび亜酸化窒素フラックスの関係 

 

 

 

図(1)-6 各埋立地におけるメタンおよび亜酸化窒素フラックスの関係 
●:A1, ■:A2, x:B, +: C, ▲:D, □:E, -:F, ◆ : H, ◇ : I 
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５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

嫌気的雰囲気と好気的雰囲気が共存する埋立地内での生物反応由来の環境負荷を、温室効果

ガスおよび水系への負荷の両面から評価可能なモデルが提示された。これまで欧米や日本の環

境条件における特定の埋立工法の評価モデルは存在したが、他地域や他技術に対しては拡張し

て適用されていたことで、実際の現象を表現する上では限界があった。本研究で提示されたモ

デルでは、複数の異なる埋立地管理手法を比較可能であること、ならびにこれまであまり評価

地域として対象にされてこなかったアジア地域への技術導入の効果が可能であること、などの

点で高い新規性を有している。 

また、廃棄物埋立地からの亜酸化窒素排出に関する報告は世界的に見てきわめて乏しく、埋

立層における排出挙動に関する知見はほとんどない状況である。本研究で得られた成果は、亜

酸化窒素の排出が我が国の埋立地においては非常に稀であり排出量の寄与としては小さいこと、

ならびにその排出メカニズムとしては嫌気的生成と好気的生成の双方に由来することが示され

た。廃棄物埋立地あるいは投棄地の維持管理手法が亜酸化窒素排出挙動に大きく影響すること

が示され、埋立地の緩和効果を検証する上で貴重な知見が提供されたと考えられる。 

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞ 

環境省の開催する温室効果ガス排出量算定法検討会において、廃棄物分野における排出量算

定に用いられるモデルの更新やパラメータについての情報提供を行った。環境省および国立環

境研究所の主催する「アジアにおける温室効果ガスインベントリ整備に関するワークショップ」

を通じて、廃棄物分野の温室効果ガス排出量算定の高度化に関する情報提供を行った。特に、

算定モデルの選定、排出係数の地域特異性、ならびに活動量データの精緻化による信頼性の向

上について本研究成果の実例を交えて紹介し、アジア各国に向けた情報発信を行った。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

IPCCの次期排出量算定ガイドラインの改訂、および IPCC第五次評価報告書における緩和効果

の記載に向けた情報提供を行う。 
 

 

６．国際共同研究等の状況 

国立環境研究所の主催する「アジアにおける廃棄物管理の高度化および温室効果ガス排出削減

に関するワークショップ」の運営主体として活動している。このワークショップは2010年10月に

第四回が開催され、韓国（ソウル市立大学李教授）、中国（国立廃棄物研究センター）、タイ（カ

セサート大学C hart教授、キングモンクット工科大学Komsilp研究員）、モンゴル（放牧地管理協会

Bulgamaa部長）、マレーシア（環境省Zanari ah補佐）、インドネシア（環境省Upik課長、スラバヤ

州立大学Winarno講師）、ベトナム（ベトナム国立大学Ha教授、Quang講師）、フィリピン（フィ

リピン大学ディリマン校B all est eros教授）など、地域における廃棄物管理および温室効果ガス削減

の実務担当者及び専門家が出席している。当該研究の進捗状況を公表し、アジア地域の専門家と
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最新の成果を共有するとともに、各地域での実態調査事例の収集ならびに排出量算定の高度化に

向けた提言などをとりまとめ、地域特異性の高い排出係数の取得に向けた活動を実施している。 
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(2)  埋立地ガス放出緩和技術の浸出水制御機能の比較評価に関する研究  

 

福岡大学 

工学部 社会デザイン工学科                    松藤 康司 

大学院工学研究科 資源循環・環境工学専攻     田中 綾子 

 

   平成22～24年度累計予算額：10,816千円 

（うち、平成24年度予算額：3,276千円） 

           予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］ 

本研究では埋立構造の違いによる埋立地ガス放出緩和機能及び浸出水制御機能の違いを解明する

ために、大型埋立実験槽によって得られた発生ガス質及び浸出水質の長期モニタリングデータを

用いて検討を行った。また、国内外の文献調査や既往の長期埋立実験のデータを解析し、有機物

の液相への分配量とその時間変化の定式化を試みた。本研究において、上記の機能を制御する要

因である温度については大型埋立実験槽を恒温室に入れる事でその影響を最小化した。酸素の影

響については埋立構造の異なる好気性槽、準好気性槽、嫌気性槽を比較する事によってその要因

について検討を行った。浸透水量（降水量）の影響に関しては、降雨条件の異なる時期を比較す

る事で検討を行った。その結果、廃棄物分解に伴う有機炭素の液相への分配量は降水量の増加に

伴って増加することが確認され、各大型埋立実験槽からの浸出水量当たりの溶出速度は全て類似

する事がわかった。また、埋立地の酸素供給量の違いがガス化プロセスへの移行時期に影響を与

え、溶出量の決定因子となる事も確認された。これらの結果は過去の大型埋立実験結果とも一致

しており再現性が確認された。以上の実験結果から、埋立構造(酸素供給量)、及び降水量の影響

を反映した“液相分配量予測モデル”を検討した。初めに、実験結果とFOD Waste modelの予測値

を比較し、定式化への影響要因を検討した。その結果、本モデルで算出した可溶化期間における

準好気性埋立の溶出量削減効果は嫌気性埋立に比べ約40～50％の削減効果を示した。今回提唱し

たモデルを用いる事でアジア地域における埋立地ガス放出緩和技術を、気象条件及び埋立構造の

違いから評価する事ができ、埋立地からの温室効果ガスの発生量を精度良く把握する事が出来る。

このことから、本研究結果は途上国への埋立地ガス放出緩和技術支援、さらには地球温暖化の防

止に繋がると考えられる。 

 

［キーワード］準好気性埋立構造、浸出水制御機能、埋立構造、FOD Waste model 

 

 

１．はじめに 

 埋立地ガス放出緩和技術として、嫌気性埋立によるメタン回収技術と2011年7月に「Co-benefit  

CDM技術」として IPCCより認定された準好気性埋立によるメタン発生量削減技術がある。この嫌

気性埋立によるメタン回収は温室効果ガスの大気放出を削減するだけでなく、エネルギーを回収
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できる事から、欧米を中心として実用化され、近年では、中国及びインドネシア等の東南アジア

諸国でC DMプロジェクトとして導入され広く普及している。しかし、メタン回収後において廃棄

物層に残存する有機物の分解に伴うガスや汚濁物を高濃度に含有する浸出水の発生が続いており、

この技術が適用され数十年が経過した欧米諸国において、メタン回収後の埋立地の早期安定化、

及び浸出水の負荷低減が課題となっている。この課題に対応するため、ドイツを中心としてメタ

ン回収後の埋立地の廃棄物層にエアーポンプ等を用いて空気を供給する好気性埋立技術が実用化

されるなど、廃棄物埋立地の構造は嫌気性埋立から好気性埋立へ移行する傾向がある。また、ヨ

ーロッパでは、降雨が少なく、浸出水による汚染問題が比較的少ないことから、嫌気性埋立によ

るメタン回収が採用されてきた経緯を考えると、降雨量が多い東南アジア諸国におけるメタン回

収技術の適用・普及は上記問題をさらに深刻化させると予想され、そのリスクの定量的評価が必

要である。 

一方、準好気性埋立は廃棄物の早期安定化や浸出水汚濁負荷の低減を目的として開発された技

術であり、上記問題による環境汚染リスクは嫌気性埋立に比べて小さい。しかし、この準好気性

埋立構造の機能は埋立地内部の好気的環境を拡大する事、すなわち、好気性分解を促進すること

によって達成されるため、メタンの発生量は削減されるものの、エネルギーへの転換はできない。

一般に、エネルギー転換に比べて、環境汚染負荷低減はコスト評価しにくいため、経済成長を優

先する発展途上国においては、準好気性を適用したC DMプロジェクトの採用はメタン回収に比べ

て少ない状況である。これは、東南アジアの気候を考慮した嫌気性埋立及び準好気性埋立の両埋

立構造における浸出水汚濁負荷量に関しての定量的なデータがないことも一因であり、準好気性

埋立の浸出水制御機能を定量化し、嫌気性埋立との比較検討が急務である。 

 

 

２． 研究開発目的  

一般に、FOD Waste modelに代表されるように、廃棄物の分解に伴う物質フローは、一定条件下

で実施された基礎実験によって得られた値を廃棄物の分解基本式に代入することによって求めら

れる。しかし、それらデフォルト値はこれまでの多くの研究者によって研究がなされてきた嫌気

性、又は、好気性条件下で求められた値であり、本研究が対象とする準好気性条件に適用した例

は無い。また、埋立地の廃棄物層は不均一で、様々な要因の相互作用が起きており、これら埋立

地の廃棄物層内の諸現象を考慮する必要がある。 

そこで、筆者らは廃棄物埋立地を模擬した大型埋立実験槽に実埋立廃棄物、又は、それら組成

に調整した廃棄物を充填し、埋立槽内から発生するガス及び浸出水の質及び量を計測し、得られ

たデータに基づいて物質収支の定量化を試みている。本研究では、準好気性埋立の浸出水制御機

能に影響を与える要因として、有機物を分解する微生物の生育環境を決定する埋立層内の酸素供

給量、溶出量を決定する降雨の浸透水量に注目し、特に、酸素は嫌気性埋立との違いを定量化す

る上で重要な因子であると考え、各要因と浸出水への汚濁物溶出量の関係について検討し、廃棄

物の分解に伴う有機汚濁物の液相への分配量の定式化を試みた。 

また、液相への分配量の定式化については、筆者らが1997年に提案したガス発生量の予測モデ

ル同様に、液相への分配量を決定する要因として分解性有機物量を無次元化した累積溶出率を適

用すると共に、その溶出率を降雨量の式として定式化するなど、各要因の相互作用を表現できる
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有機汚濁物の“液相分配量予測モデル”の構築を目指した。 

 

 

３．  研究開発方法  

（１）浸出水制御機能に与える影響因子の検討  

 本研究では、液相への分配量の影響因子のうち酸素、降水量及び分解性有機物量について検討

することから、酸素供給量(埋立構造 )の異なる大型埋立実験槽を研究対象とした。また、降雨量の

影響を評価するために、自然降雨を採用した埋立実験で、かつ、長期データを有するH06号大型埋

立実験槽のデータを基に解析を行った。さらに、比較検討のため分解性有機物量や降雨量が異な

る新6号大型埋立実験槽のデータを用いてH06号大型埋立実験槽から得られた解析結果の妥当性を

評価した（図 (2)-1）。各実験槽に充填された廃棄物の種類及びそれらの重量や降雨量等の違いを

表(2)-1に示す。 

 

図(2)-1 大型埋立実験槽の模式図、（左：H06号、右：新6号） 
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表(2)-1 大型埋立実験槽の実験条件 
 

実験条件等 
H06号 新6号 

埋立構造 好気、準好気、嫌気 準好気、嫌気 

廃棄物層厚（ｍ） 4.0 4.5 

実験槽表面積（㎡） 0.28 0.18 

実験槽容量（㎥） 1.13 0.83 

充填廃棄物重量（kg） 864 582 

易分解性有機物量*（kg） 56 46 

生物分解性有機物量**（kg） 314 130 

単位体積重量（t/㎥） 0.76 0.70 

乾燥組成

割合(%) 

厨芥 15.1（35.0）*** 27.8 

紙

類 

古紙 31.1（20.0） 44.8 

パルプ 25.4（20.0） - 

草木類 10.0（10.0） 2.5 

プラスチック類 14.4（13.0） 14.1 

不燃物 3.6（2.0） 4.8 

屋内設定温度（℃） 25 20 

降水量（mm/年） 
1996～2006年の福岡市

平均降水量、1610 

前年度の福岡市降水量

1400～2000 

*：厨芥量、**：厨芥、紙類、草木類、***：カッコ内は湿潤状態の組成割合 

 

H06号大型埋立実験槽に充填した廃棄物は焼却やMBP等の中間処理を行っていない、厨芥等の有

機性廃棄物を多く含んだ高含水率の調整廃棄物であり、温室効果ガスの放出が大きいと予測され

ている開発途上国のごみ組成を模擬したものである。この実験槽は温度調整（室温25℃）した屋

内に設置しているため、外気温の変動はなく、廃棄物の分解に与える外気温の影響は少ない。ま

た、降水の代わりとして、過去10年間（1995～2005年）の福岡市の平均月間降水量で散水を行っ

ているため、年間の降水量は一定であるが月間の変動は大きい。H06号の各埋立構造は、好気性槽

では底部よりポンプを用いて強制的に空気を流入（5L/min/㎥）しており、準好気性槽では底部の

浸出水集排水管を大気に開放することにより空気が自然流入する構造である。ただし、H06号の準

好気性槽では、実験開始から約26ヶ月目に新たに空気孔 (Ф7. 8cm)を増設した。嫌気性槽は底部に

滞水層を設け、下部からの空気流入を防いだ。全ての実験槽は重量計（測定範囲：0.1～2000kg）

上に設置し重量変化を常時計測し、図(2)-2に示す収支式よりガス発生量を求めた。また、可溶性

物質の溶出量は浸出水の蒸発残留物の濃度と浸出水量より算出し、蒸発水量はPenman法を基に算

出した。 

新6号は準好気性と嫌気性の2種の埋立構造を有する大型埋立実験槽で、H06号と同規模の高さ、

容量を持つ実験槽である。準好気性槽は集排水管を有するがその上部に空気孔を併設する構造と

なっている。嫌気性槽はH06号同様に、底部に滞水層を設け、下部からの空気流入を防いだ。これ

ら実験槽にはH06号同様、中間処理を施していない有機物中心の廃棄物が充填されているが、その

組成は表 (2)-1、表 (2)-2に示すとおり、厨芥量はH06号の80％、これに草木や紙類を加えたDOC量は

約50%と分解性有機物量がH06号に比べて少ない。また、新6号の降水量は前年度の福岡市の降水

量を模擬して散水しているため、年間降水量は1400～2000ｍｍ/年と年によって異なり、月間降水

量、及び年間降水量も変動している。これらの実験槽も重量計上に設置しておりその重量変化を
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常時計測してH06号同様、図 (2)-2に示す収支式よりガス発生量を求めた。 

 

表(2)-2 各実験槽の充填廃棄物組成 

有機物重量 炭素割合 炭素含有量 窒素割合 窒素含有量

(%-wet) (%-dry) (kg-wet) (kg-dry) (kg-dry) (%) (kg) (%) (kg)

35 15.1 302.4 68.6 56.0 45.8 31.4 4.6 3.2

20 31.2 172.8 141.4 102.5 51.2 72.4 1.6 2.3

10 10.0 86.4 45.4 44.0 46.4 21.1 1.8 0.8

20 25.5 172.8 115.4 111.9 73.2 43.2 1.1 1.3

13 14.4 112.3 65.4 61.4 73.2 47.9 1.1 0.7

2 3.6 17.2 16.1 - - - - -

100.0 - 863.9 452.3 375.8 - 216.0 10.2 8.3

厨芥+古紙 55.0 - 475.2 210.0 158.5 - 103.8 6.2 5.5

厨芥+古紙+草木 65.0 - 561.6 255.4 202.5 - 124.9 8.0 6.3

厨+紙+木+パ 78.0 - 734.4 370.8 314.4 - 168.1 - 7.6

有機物重量 炭素割合
※2 炭素含有量 窒素割合

※2 窒素含有量

(%-dry) (kg-wet)
※1 (kg-dry) (kg-dry) (%) (kg) (%) (kg)

27.8 161.9 56.7 46.4 45.8 26.0 4.6 2.6

44.8 260.6 91.3 79.9 51.2 46.7 1.6 1.5

2.5 14.6 5.1 4.5 46.4 2.4 1.8 0.1

14.1 81.9 28.7 26.6 73.2 21.0 1.1 0.3

4.6 27.1 9.5 - - - - -

6.2 36.0 12.6 9.2 - - - -

- 582.0 203.9 166.6 - 96.1 - 4.5

厨芥+古紙 - 422.5 148.0 126.3 - 72.7 - 4.1

厨芥+古紙+草木 - 437.1 153.1 130.8 - 75.1 - 4.2

※1、全体の含水率(64.7%)を元に逆算　　※2、H06号における炭素・窒素含有割合を適用

草木

廃プラスチック

不燃

その他

合計

DOC

新6号

充填廃棄物
組成割合 重量

厨芥

古紙

廃パルプ

DOC

廃プラスチック

カン・ビン

合計

H06号

充填廃棄物

厨芥

重量組成割合

古紙

木材

 

 

 

St ：廃棄物重量(kg)
Wi,t ：人工降雨量(kg)
Wf,t ：浸出水量(kg)
Ce2 ,t：浸出水集排水管及び空気孔
からのガス化量(kg)

We2,t：浸出水集排水管及び空気孔
からの蒸発水量(kg)

好気性槽 準好気性槽 嫌気性槽

準好気性槽

好気性・嫌気性槽
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S0 ：実験開始時における充填廃棄物重量(kg)
C f,t ：浸出水中の可溶性物質の溶出量(kg)
Ce1 ,t：覆土表面からのガス化量(kg)
We1,t：覆土表面からの蒸発水量(kg)

 

図(2)-2 大型埋立実験槽で用いた物質収支式 
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（２）廃棄物の分解に伴う有機汚濁物の液相への炭素分配量の定式化に関する検討 

本研究の目的である有機汚濁物の液相への炭素分配量の定式化を検討するに当り、本実験デー

タを基に物質収支式から算出された有機物分解量（炭素換算）、すなわちガス化量と溶出量の合

計をF OD W aste Modelにより算出した分解性有機物量（DOC量：炭素量換算量）と比較し、有機汚

濁物の溶出期間における分解された廃棄物の種類について検討した。 

FOD Waste Modelは IPCCによる温室効果ガス排出インベントリガイドライン2006年版に記載さ

れており、嫌気性埋立地からのC H4発生量を推定する際に用いられ、廃棄物中炭素が嫌気性分解に

よって分解される速度がベースとなり計算されている。以下に基本式の一部を示す． 

CH4EmissionT=(DDOC T×EF)･･･(1) 

DDOCT=Σ(Wi,T×DOCi×(1-e
-k, i))･･･(2) 

EF=DOCf×MCF×F×16/12･･･(3) 

DDOCT =T年に分解される炭素量，W i=埋め立てられた廃棄物の種類別の量(kg)，DOCi=埋め立てら

れた廃棄物の種類別の炭素含有率，ki=廃棄物の種類別の一時反応定数，EF=排出係数，DOCf=ガス

化率，MCF=好気性分解補正係数，F=発生ガス中のC H4比 

 

本検討では、F OD W aste Modelの各パラメータのうち、DOCf：ガス化率、MC F：好気性分解補

正係数、F：生成した埋立地ガスのCH4比等のパラメータに関してはデフォルト値を、それ以外の

パラメータに本実験の実測値を用いてDOC量を算出した（表 (2)-3）。また、このモデルには廃棄

物の種類ごとに分解される炭素量を試算できることから、本検討では易分解性有機物である厨芥

が分解された場合の分解炭素量をDDOC Foodとし、すべての廃棄物が分解された場合の分解炭素量

をDDOC Allとして算出した。H06号大型埋立実験槽における分解炭素量（実験値）は、浸出水に溶

出された炭素量 (TC溶出量 )と、ガス化した炭素量 (CO2、CH4中の炭素量 )の合計値とした。 

表(2)-3 H-06号大型埋立実験槽における各廃棄物の炭素含有量と 

FOD Waste Modelデフォルト値 

廃棄物重量 W (kg) 炭素含有量(kg) 半減期 ｔ 1/2 一時反応定数 k

H06号 H06号 default H06号 (年) default

Food waste 302.4 0.10 0.15(0.08-0.20) 31.4 1.7 0.40(0.17-0.70)

Paper 172.8 0.42 0.40(0.36-0.45) 72.4 9.9 0.07(0.06-0.085)

Disposable nappies 172.8 0.25 0.24(0.18-0.32) 43.2 4.1 0.17(0.15-0.20)

Garden waste 86.4 0.24 0.20(0.18-0.22) 21.1 4.1 0.17(0.15-0.20)

廃棄物の種類 i
DOC

 

 

次に、前節において検討した有機汚濁物の液相への炭素分配量に影響を及ぼす因子の結果を基

に分配量のモデル化を行った。前節において廃棄物体積あたりの累積浸出水量と累積炭素溶出率

の関係曲線は、埋立構造に関係なく分解された有機物が浸出水へ溶出する可溶化期間において、

同一の傾きを持った直線を示すことが明らかになった。そこで、可溶化期間における有機汚濁物

の液相への分配量のモデルは廃棄物体積当りの累積浸出水量を変数とする基本式で表す事とした

（図 (2)-3）。この基本式のSdis:固相からの溶出係数は、前節の検討において得られた累積浸出水量

と累積炭素溶出量の対数近似曲線の係数（30.81）を用いた。ここで、固相から溶出した炭素は廃

棄物層内を通るみず道を通り系外へ排出される事から、浸出水量は廃棄物中の有効間隙率（30％：

サブテーマ3）に寄与する量だけ排出されると考え、浸出水の予測モデルにより求められた浸出水
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量に有効間隙率を考慮する式とした（Eq(1)）。また、散水により排出される炭素量は降水量の変

化により影響を受けるため、その影響を廃棄物の単位体積当たりの累積浸出水量として考慮した。

さらに、可溶化期間における累積浸出水量は浸出水量の算出式と可溶化期間を考慮して作成した  

(Eq(2))。 

また、可溶化期間は埋立構造（酸素供給量）によって異なるため、廃棄物の分解に伴う有機汚

濁物の液相への分配量を求めるには、可溶化期間の算出式を構築する必要がある。本研究で用い

た二つの大型埋立実験槽（新6号及びH06号）の嫌気性槽では、浸出水中への有機物汚濁物（炭素

成分）の液相分配率（溶出率：厨芥ベース）が80%に達すると、可溶化からガス化プロセスへ移行

する事が明らかとなったため、嫌気槽における可溶化期間はその溶出率になるまでの期間とし、

実験値から算出した。準好気性槽の可溶化期間は、埋立構造の違いが与える埋立層内の好気割合

を炭酸ガスメタン比（C O2/CH4）で代用し、その値で嫌気の溶出率から計算した期間を可溶化期間

とした (Eq(3))。本モデルで用いた各パラメータを表 (2)-4に示す。年間降水量や、埋立槽容積、埋

立槽表面積、浸出率等は実験条件値、実験の実測値及びそれらの値からの算出値を用いた。 

 

 

図(2)-3 液相への炭素分配量を考慮した廃棄物中の有機炭素分解量予測モデル 

 

 

 

 



 

 

A-1001-25

表(2)-4 本モデルで用いた各パラメータ 

パラメーター H06号 新6号 補足

Sdis: 固相からの溶出係数 30.81 実測値からの近似値

p：有効間隙率 0.3 サブテーマ3の計算値

Ql（L/㎥） :単位体積当たり累積浸出水量 － － 実測値から計算

P（mm/年）：年間降水量 1600 1200 実験条件

A（㎡）：埋立地表面積 0.28 0.19 実験条件

C（ -）：浸出水率 0.85 実測値から計算

QLA（㎥）：埋立地容積 1.13 0.83 実験条件

TL（年）：可溶化期間 An：5.8
Se：2.2

An:2.6
Se:0.9

実測値

DLCmax（kg） :可溶化期間で溶出される溶出量 An:24.4
Se：18.4

An:21.2
Se:4.4

実測値

Wkw（kg）：埋立廃棄物中に含まれる厨芥中の炭素量 31.4 25.9 実験条件

kAn（ -）：可溶化期間の炭素溶出率（嫌気性） 0.8 実測値から計算

KAe（-） :炭酸ガスメタン比（CO2/CH4） 1.6 2.5 実測値から計算

 

 

 

４． 結果及び考察 

（１）浸出水制御機能に与える影響因子の検討 

１）埋立構造（酸素供給量）の違いによる有機物の溶出傾向 

H06号大型埋立実験槽における浸出水中の有機物（強熱減量）の累積溶出量、及び溶出率の経時

変化を図 (2)-4、図(2)-5に示す。実験開始後70日間における有機物の浸出水への溶出は、好気性槽、

準好気性槽及び嫌気性槽のいずれにおいても１kg/月前後でほぼ一定で、埋立構造の差は小さかっ

た。しかし、好気性槽は70日目を境に急速に溶出量は減少し、それ以前の1/10の0.3kg/月以下で推

移した。一方、準好気性槽および嫌気性槽では、70日目以降もそれ以前の溶出速度とほぼ等しい

速度で有機物の溶出が生じ、準好気性槽では新たに空気孔が設置された約780日目までその溶出は

続いた。780日目以降における準好気性槽の溶出速度は好気性槽の70日目以降の速度に等しかった。

これに対して、嫌気性槽では1200日目以降、溶出速度は若干緩慢になるが、それ以降も2200日の

現時点まで溶出は続いており、2200日経過時点における累積有機物溶出量は好気性が5.1kg、準好

気性が19.3kg、および嫌気性が26.4kgであった。好気性槽及び準好気性槽では、浸出水への有機物

の溶出速度が急激に低下した時期に、浸出水のpHが中性に達したことから、廃棄物の分解によっ

て可溶化された有機物のガスへの転換が促進されたために、浸出水への溶出が低下したものと推

察される。すなわち、酸素供給量が少ないと、溶解性有機物のガスへの転換が遅れるために、浸

出水への有機物溶出量が大きくなるものと考えられ、酸素供給量が液相への分配量に与える影響

は大きいことがわかった。 

更に、この浸出水への溶出量を充填廃棄物中の易分解性有機物（厨芥量）当りの割合（溶出率）

で見ると、好気性槽で9. 0％、準好気性槽34.5％、嫌気性槽46. 5％であり、好気性槽の液相への分配

率が非常に小さいことが確認された。また、準好気性槽においても空気孔を新たに設置した780日
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目以降の溶出率は4.5％と、70日目以降の好気性の溶出率（4.4％）とほぼ等しい値であったことか

ら、浸出水集排水管から十分な空気の流入が確保されれば、好気性と同等の浸出水制御機能が得

られる事がわかった。 
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図(2)-4 浸出水中の累積有機物溶出量（強熱減量）の経時変化（H06号） 
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図(2)-5 浸出水中の累積有機物溶出率（易分解性有機物中）の経時変化（H06号） 

 

以上の有機物溶出率を炭素溶出率（充填易分解性有機物中の炭素量31.4kg当りの全炭素溶出量の

割合）で見ると（図(2)-6）、嫌気性槽の累積炭素溶出率は検討期間 (2200日 )において80％以上が溶

出しており、実験槽に充填された厨芥の炭素成分のほとんどが液相へ移行していることがわかっ

た。2200日時点においてもガスの発生が少ないことから、H06号嫌気性槽のように可溶化期間が長

い場合、易分解性有機物のほとんどが浸出水負荷となり槽外へ流出することがわかった。この時



 

 

A-1001-27

点での累積炭素溶出率は嫌気性槽で84.3％、準好気性槽で62.1％、好気性槽で17.2％であった。 
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図(2)-6 易分解性有機物 (厨芥 )中の炭素溶出率の経時変化（H06号） 

 

ここで既存大型埋立実験槽の新6号における累積炭素溶出率（厨芥中炭素26.0kg当たり）の経時

変化（図 (2)-7）を見ると、同検討期間 (2200日)における嫌気性槽での溶出率は86.8％を示しており、

溶出傾向は異なるがH06号の嫌気性槽の溶出率と類似する値を示した。しかし、準好気性槽におい

ては溶出傾向だけでなく溶出率も新6号（40.2％）とH06号（62. 1％）で異なる結果を示した。その

理由として、H06号準好気性槽では浸出水集排水管の管径を780日目以降改良しており、それ以前

の実験槽内部はより嫌気的雰囲気であった。しかし、新6号では実験開始時においてH06号準好気

性の改良後と同様の空気孔が設置されていたため、実験槽への酸素供給量が多く溶出率が小さく

なったものと考えられる。すなわち、準好気性構造は空気の自然流入により酸素を供給する構造

であり、浸出水集排水管の設置条件によって酸素の供給量が異なりそれが溶出率に影響を与える

事がわかった。 
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図(2)-7 易分解性有機物 (厨芥 )中の炭素溶出率の経時変化（新6号） 

 

次に、窒素成分の浸出水への溶出率について埋立構造別の比較を行った。廃棄物中に含まれる

有機性窒素は、まず可溶化により有機態窒素やアンモニア態窒素に分解されるが、その後は、酸

素供給量の違いによって硝化反応が優先するのか、硝化に続き脱窒反応まで進行するのかが決ま

る。過去の研究によって、好気性領域及び嫌気性領域が共存する準好気性埋立構造の場合、硝化･

脱窒反応が進行するため、浸出水への窒素成分の溶出が嫌気性埋立に比べて少ないことが明らか

になっている。 

そこで、累積炭素溶出率同様、各埋立構造について充填した易分解性有機物に含まれている全

窒素量（3.2kg）に対し浸出水として溶出する累積窒素溶出率を比較した（図(2)-8、図 (2)-9）。そ

の結果、H06号では検討期間 (2200日目)の溶出率は、いずれの実験槽においても累積炭素溶出率に

比べて低かった。検討期間においては好気性槽で4.6％、準好気性槽で31.4％、嫌気性槽で36.6％と

なり、酸素供給量が少ないほど溶出率大きい傾向を示した。次に新6号からの累積窒素溶出率を比

較すると同様に酸素供給量の少ない嫌気性槽において溶出率が増加したが、その溶出率はH06号と

は異なる値を示した。 

酸素供給量の違いが窒素溶出に影響を与える理由として、好気性及び準好気性構造では好気性

微生物の活性が高いために、可溶化した窒素の一部が微生物内へ取り込まれたことや、硝化・脱

窒反応による大気への放出、空気供給によるアンモニアストリッピングなどが考えられる。この

ことは、好気性及び準好気性槽では、窒素の溶出量が減衰する時期においてアンモニア濃度が急

激に低下し、その後亜硝酸及び硝酸が検出されることやpHが8～9の弱アルカリ性であることから

予想される(図 (2)-10)。 
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図(2)-8 易分解性有機物 (厨芥 )中の窒素溶出率の経時変化（H06号） 
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図(2)-9 易分解性有機物 (厨芥 )中の窒素溶出率の経時変化（新6号） 
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図(2)-10 好気性及び準好気性の可溶化期間における窒素形態別の累積溶出量（H06号） 
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２）浸透水量(降水量)が有機物の溶出傾向に与える影響 

一般に、廃棄物の分解により可溶化された有機物は、降雨によって発生した浸出水、つまり液

相に溶解し、その一部がガスへと変換される。しかし、降水量が埋立地の貯留水量を超えると、

溶解された汚濁物は系外へ放出される。また、降水量によって廃棄物層内の気相間隙量が変化す

るため、好気性及び準好気性埋立構造等の好気性分解を促進する埋立構造の場合、降水量の影響

は大きいと予想される。このため、降水量は廃棄物の分解速度及び浸出水中の汚濁物の溶出速度

にも影響を与えると考えられる。そこで、H06号の溶出量と降水量の関係（図 (2)-11）をみると、

降水量が多い期間において溶出量が増加する傾向を示した。特に、可溶化が主体で進行した期間

（嫌気性槽：2100日間、準好気性槽：780日間、好気性槽：90日間）においてその傾向は顕著であ

った。ここで、嫌気性槽及び準好気性槽において可溶化の進行段階である400日から800日目の期

間について、最も降水量の多い6月（75.8L）と、降水量の少ない2月（16.6L）における各埋立構造

の溶出量を比較すると（表(2)-5）、嫌気性槽の6月の溶出量は2月の溶出量の13倍、準好気性槽で

は23倍と、降水量に比べ溶出量の増加割合は大きく、特に準好気性槽における増加が大きかった。

このことから、準好気性槽では降雨によって廃棄物層内の気相間隙が浸出水によって飽和され、

酸素が浸入できない状況になったものと予想され、これによってガス化が抑制され、浸出水への

汚濁負荷が上昇したと考えられる。 
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図(2)-11 H06号大型埋立実験槽における降水量（月毎）の変化 
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表(2)-5 降水量の異なる時期における溶出量の変化 

嫌気性 準好気性 好気性
2007年6月：（382～411日） 75.8 2.13 1.81 0.02
2008年2月：（627～655日） 16.6 0.16 0.08 0.01

累積炭素溶出量（ｋｇ）降水量
（L/月）

検討期間

 

以上の検討から、降水量が浸出水への汚濁物の溶解を促進すること、及び廃棄物のガス化を抑

制することの2つの要因によって浸出水の汚濁負荷を上昇させていることが明らかとなった。そこ

で、累積浸出水量と累積有機物溶出率との関係図を作成し、降水量と溶出量の無次元化を行い、

この両要因の影響について検討した（図(2)-12）。その結果、溶出率の時間変化と異なり、可溶化

期間における浸出水への有機物の溶出率は、全ての埋立構造で等しく、いずれも一定の割合であ

った。このことから、可溶化期間における浸出水への溶出は酸素よりも降水量の影響の方が大き

いこと、酸素の影響は可溶化期間の長さに影響していることがわかった。また、溶出期間におい

て、全ての実験槽で浸出水量に対する溶出量が一定である事から、液相への分配量の定式化にお

いて埋立構造によらず一つの式で表現する事が出来ると考えられる。ただし、可溶化期間の終了

時期については、酸素の影響を考慮した式の作成が必要である。 
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図(2)-12 累積浸出水量と（易分解性有機物量当たり）累積有機物溶出率との関係 

 

次に、年間降水量の違いが有機物溶出量に与える影響を、H06号 (1600mm/年 )と新6号（1400～

2000mm/年）を比較し、その再現性を確認した（図(2)-13、図 (2)-14）。その結果、新6号もH06 号

同様に、埋立構造に関係なく累積有機物溶出量は浸出水量の増加とともに直線的に増加した。ま

た、準好気性槽は嫌気性槽に比べて、浸出水への溶出期間は短かった。これらのことから、可溶
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化した有機物の溶出への降水量の影響が大きいことは確認された。しかし、新6号では、嫌気性槽

及び準好気性槽ともに、H06号に比べて浸出水量当りの溶出率の増加率は高く、浸出水への有機物

の溶出期間は短かった。この傾向は、易分解性有機物量を無次元化した溶出率においても同様な

傾向であった。これらのことから、有機物の浸出水への溶出に易分解性有機物量や降水量以外の

要因も影響しているものと考えられるため、その要因を検討した。 

新6号とH06号の実験条件のうち、有機物の分解や溶出に影響及ぼす上記影響要因以外の要因と

して充填密度が挙げられる。充填密度は大気や降雨の浸入量に影響与える重要な要因である。表

(2)-1に示すように、新6号の充填密度は0.70、H06号は0. 76t/㎥と、新6号はH06号に比べて間隙率が

高く、新6号はH06号に比べて大気や降雨が浸入し易い状況にある。この影響によって、新6号準好

気性槽の有機物の溶出期間はH06号準好気性槽に比べて短かったものと推察される。そこで、降雨

の浸入量の影響について、廃棄物の体積当たりの浸出水量を算出し、その値と累積炭素溶出量の

関係について検討した（図 (2)-15）。その結果、可溶化期間 (実験開始初期)での、単位体積当たり

の累積浸出水量に対する炭素溶出量は、埋立構造や実験条件の違いに依存しない事が確認された。

このことは、廃棄物体積当りの降水量が有機物の溶出量に影響を及ぼすことを示しており、液相

への分配量を決定する影響因子は槽当りの降水量ではなく、槽に充填された廃棄物の体積当りの

降水量であることがわかった。 
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図(2)-13 各嫌気性槽からの累積有機物溶出量と累積浸出水量 
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図(2)-14 各嫌気性槽からの累積有機物溶出率と累積浸出水量 
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図(2)-15 単位体積量当り累積浸出水量に対する累積炭素溶出量（下拡大図：0～100L/㎥） 

 

 

 

 

 

（２） 廃棄物の分解に伴う有機汚濁物の液相への炭素分配量の定式化に関する検討 

１）FOD Waste Modelと実測値の比較による可溶化期間における分解有機物の種類の検討 

図 (2)-16に嫌気、及び準好気性槽における分解炭素量とFOD Waste Modelにより予測された

DDOCFoodとDDOC Allを示す。まず、嫌気性槽においては、実験期間（2200日間）を通して実験値が

モデルによって予測されたDDOC Allの値を下回ったが、その値はDDOCFoodと一致した。また、準好

気性槽においても、1000日間 (36ヶ月間)では嫌気性槽とほぼ同様の傾向を示した。一般に、半減期

が最も短い厨芥等の分解が最初に進行することを考えると、本実験値とDDOC Foodが一致した事は

理論的に問題なく、可溶化期間における分解廃棄物は厨芥が主体であると言える。本実験値と予

測値のDDOCAl lに差が生じた理由として、F OD W aste Modelではすべての廃棄物種が埋立処分直後

から分解が始まるとし、廃棄物種の分解速度の違いを半減期によって表す式となっているためで

あると考えられる。ただし、準好気性槽では、ガス化が進行した1100日目 (36ヶ月目 )以降では実験

値とDDOC Foodの値（厨芥が分解された量）に差が生じ、厨芥以外の廃棄物の分解が進行したこと

が予想された。これは、準好気性槽において好気性分解が活発化した時期と一致しており、好気

性微生物による有機物の分解速度が上昇し、厨芥が消失したことによって他の廃棄物の分解が開

始されたためと考えられる。以上のように、嫌気性、準好気性の両埋立構造においては、可溶化

期間における炭素の分解量は厨芥のみを用いたFOD Waste Modelの予測値と実験値が一致してお

り、本研究で提案する液相への有機汚濁物の分配量の算出式に用いる各種実験値や係数が妥当で
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あることが示唆された。また、半減期が長い廃棄物が埋立処分されている場合や準好気性槽のよ

うに好気性分解が主体で進行した場合、嫌気性分解をベースとしているFOD Waste Modelでの予測

は難しい事が示唆された。 

更に、嫌気性槽、及び準好気性槽におけるFOD Waste Modelを用いた累積メタン排出量の予測値

と本実験の実測値を比較する (図 (2)-17)。実測値は物質収支により算出したガス発生量を基に、発

生ガスのメタン濃度を乗じて算出した。嫌気性槽の実測値では、メタン排出量は45ヶ月(1350日目 )

以降徐々に上昇したが、FOD Waste Modelの予測値では、実験開始45ヶ月目（360日目）における

メタン排出量は約20kgであり、本実験の実測値と一致しないことが明らかとなった。また、準好

気性槽においてもFOD Waste Modelの予測値と実測値は一致しなかった。しかし、準好気性槽では

実験開始から26ヶ月目（780日目）に新たに空気孔を設置し、準好気性本来の機能の回復を図った

直後からメタンの発生が確認され、その発生量（メタン排出量）の推移はF OD W aste Modelの推移

と類似した。このことから、可溶化期間がほとんどなく、埋立直後からガス化が進行する場合、

FOD W aste Modelによるメタン排出量の予測は可能であると考えられる。しかし、降水量が多い地

域においては可溶化期間が存在することから、液相への分配量は無視できると仮定したF OD W aste 

Modelでは液相への分配量のみならず、気相への分配量（ガス化量）を予測することは難しいと考

えられる。これは、本モデルが年間降水量が少なく、かつ雨水浸透を極力排除する欧米型の埋立

地「Dry Tomb」型の埋立構造を想定しており、廃棄物中の炭素成分の溶出に伴う埋立地系外への

排水を無視できると仮定したモデルであるためである。しかしながら、本実験結果から推測する

と、降水量の多いアジア・モンスーン地域を想定した埋立地の場合、浸出水と共に排除される炭

素成分が多く、その量は廃棄物中分解炭素量の約10～30％となり、その量は無視することはでき

ない。また、F OD W aste ModelではDelay Timeとして最大2年間の分解遅延時間を設定できるが、

その遅延期間において分解された有機物量については考慮されていない。H06号大型埋立実験では

嫌気性槽の加水分解期が5.8年（2100日）にも及んでおり、この実験結果から判断すると、遅延期

間において分解された有機物量（充填厨芥中46. 3％）について考慮されていないことがF OD W aste 

Modelの予測値と実測値に差が生じた原因であると考えられる。 
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図(2)-16 嫌気性（上）、準好気性（下）における分解炭素量と分解物毎のDDOCの比較 
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図(2)-17 嫌気性槽（上）、準好気性槽（下）における 

累積CH4発生量とFOD Waste Model予測結果 

 

 

 

 

 

 

２）本研究において構築した予測モデルの妥当性の検討 

本予測モデル（図 (2)-3）による液相への炭素成分の分配量が予測可能かについて、H06号、新6

号の両実験において可溶化期間の溶出量の予測値と実測値を比較することによって検討した（表

(2)-6、図(2)-18）。その結果、嫌気性槽においては両実験とも炭素成分の液相への分配量の予測値

と実測値はほぼ一致した。一方、準好気性槽においてもH06号では実測値が予測値に比べて若干低

い値であるもの、その溶出傾向は一致する事が確認された。しかし、新6号の準好気性槽では溶出

量、及び溶出傾向ともに予測値と実測値は一致しなかった。これは、本予測モデルに用いた埋立

地内部の好気状態を表す炭酸ガスメタン比が、新6号の場合、変動が大きかった事が原因であると

考える。 

以上のように、廃棄物から排出される有機炭素の液相への分配傾向、及び可溶化期間について

実測値と予測値は概ね一致する結果となった。このことから、降水量と炭酸ガスメタン比によっ

て好気性の影響を考慮したガス化プロセスへの移行時期を基に構築した固相から液相への炭素分

配量の算出式は有用であることがわかった。 
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表(2)-6 可溶化期間における液相への炭素分配量の予測値と実測値 

実験名 埋立構造 予測値（ｋｇ） 実測値（ｋｇ）
嫌気性 25.1 24.4
準好気性 15.7 18.4
嫌気性 20.7 21.2
準好気性 9.4 6.4

H06号

新6号
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図(2)-18 可溶化期間での溶出量予測と実測値の比較（上：H06号、下：新6号） 
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３）本予測モデルを用いた各大型埋立実験槽からの浸出水への分配量、及び削減効果 

 本研究で提案した予測モデルを用いて、H06号及び新6号の埋立構造別の可溶化期間において浸

出水中に溶出される炭素量を算出し比較・検討した（表 (2)-7）。その結果、新6号において嫌気性

槽では充填廃棄物中全炭素の21. 5％、準好気性槽においては9.8％が溶出している。また、分解性

有機炭素量でみると、嫌気性槽では30％近く準好気性槽では13％近くが浸出水として溶出してい

る事がわかった。ここで両埋立構造の溶出量を比較すると、準好気性槽では嫌気性槽に比べ可溶

化期間における浸出水中への炭素溶出量が54％削減する事がわかった。次に、H06号の結果では、

同様に嫌気性槽において廃棄物中全炭素の11.6％、準好気性槽では7.2％の溶出率、分解性有機炭

素量では嫌気性槽で14.9～24.2％、準好気性槽で9.3～15.1％の溶出率を示し、その削減効果は38％

であった。以上の結果から、廃棄物分解に伴う準好気性埋立の浸出水への炭素溶出量は嫌気性埋

立に比べ約40％から約50％の削減効果がある事が確認された。 

 

表(2)-7 可溶化期間における埋立構造別の充填炭素量に対する溶出率、及び削減効果 

嫌気 準好気 嫌気 準好気

(kg) （％） （％） (kg) （％） （％）

26.0 - - - 31.4 - - -

46.7 - - - 72.4 - - -

2.4 - - - 21.1 - - -
廃パルプ - - - - 43.2 - - -
廃プラスチック 21.0 - - - 47.9 - - -

カン・ビン - - - - - - - -

96.1 21.5 9.8 216.0 11.6 7.2
厨芥+古紙 72.7 28.4 12.9 103.8 24.2 15.1
厨芥+古紙+草木 75.1 27.5 12.5 124.9 20.1 12.5
厨+紙+木+パ - - - 168.1 14.9 9.3

古紙

新6号

溶出率

H06号

溶出率炭素含有量 炭素含有量

充填廃棄物 削減効果 削減効果

嫌気→
準好気
38％削減

嫌気→
準好気
54％削減

充填廃棄物中全炭素

DOC

木材

厨芥

 

 

（３）総合考察 

本研究では、各埋立地ガス放出緩和技術が、浸出水中への有機物溶出量に与える影響を、長期

大型埋立実験槽の実験結果を用いて比較検討した。その結果、埋立地内への酸素供給量（埋立構

造）と降水量が液相への分配量に影響を与えている事がわかった。そこで、それらの影響を考慮

した“液相分配量予測モデル”を構築した。 

 

 

 

DL-C（kg）：液相炭素分配量、Sdis: 固相からの溶出係数、ρ（ -）：有効間隙率、Ql （L/㎥） :

単位体積当たり累積浸出水量、 P（mm/年）：年間降水量、A（㎡）：埋立地面積、C（-）：浸出

水率、QLA：埋立地容積（㎥）、 TL（年）：可溶化期間  
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また、これらの分配量は可溶化期間に影響を受ける事が解り、その可溶化期間の予測モデルとし

て以下に示す式を構築した。 

 

 

TL :DLCmaxに達するまでの期間（年）、DLCmax（kg） :可溶化期間の溶出量、Wkw（kg）：埋立廃棄

物中に含まれる厨芥中の炭素量、 kAn（ -）：可溶化期間の炭素溶出率（嫌気性）、KAe （ -） :埋

立構造別の好気係数 (炭酸ガスメタン比）  

 

これらのモデルを用いて、各埋立地ガス放出緩和技術における浸出水への有機汚濁物質の分配

量を算出すると、アジア地域の降水量、及びごみ組成を模擬した本実験の大型埋立実験槽では、

準好気性埋立の分配量が嫌気性埋立に比べ約40％から50％の削減効果がある事が定量的に確認さ

れた。本予測モデルでは埋立構造の違い、および降水量の違いによる影響が反映されており、そ

の汎用性が高い事が考えられる。また、これまで浸出水への炭素溶出による系外への排出量を無

視していた欧米に比べ、年間降水量が2～3倍あるアジア地域では、浸出水量の増加に伴う有機物

の溶出が危惧される（表 (2)-8）。今回提唱した液相への分配量予測モデルを用いる事でアジア地

域における埋立地ガス放出の緩和技術の浸出水制御機能を、気象条件及び埋立構造の違いから評

価する事ができると共に、埋立地からの温室効果ガスの発生量を精度良く把握する事が出来る。

このことから、本研究結果は途上国への埋立地ガス放出緩和技術支援、さらには地球温暖化の防

止に繋がると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ae

An
kwCL K

k
WDLT max:

アジア

日本東京 1,467

インドネシアジャカルタ 1,903

韓国ソウル 1,343

タイバンコク 1,530

中国上海(シャンハイ） 1,155

  北京(ペキン） 575

香港 2,360

フィリピンマニラ 1,715

マレーシアクアラルンプール 2,390

北アメリカ

アメリカ合衆国サンフランシスコ 501

ニューヨーク 1,123

カナダモントリオール 990

ヨーロッパ

イギリスロンドン 751

イタリアローマ 717

オーストリアウィーン 620

スペインマドリード 440

デンマークコペンハーゲン 615

ドイツベルリン 571

フランスパリ 648

年間降水量
(mm)

国（地域） 都　　市

表(2)-8 主要な都市の年間降水量 

（出典：2009年度版理科年表） 
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５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

これまで、埋立地からの温室効果ガスの発生量は嫌気性埋立を基準に、一定の降水量を用いて

算出されていたため、埋立構造 (酸素供給量)、気候帯（降水量）、及び廃棄物の種類等の地域特性

があまり考慮されていなかった。本研究により、これらの要因が温室効果ガスの発生に及ぼす影

響が明確になり、それらを考慮した廃棄物分解に伴う、浸出水への汚濁負荷量の予測モデルが提

唱された事で、地域の特性に即したより精度の高い発生ガス量の予測が行えるようになる。この

事は様々な気象状況や、廃棄物組成の異なる途上国において、その地域に合ったC DM技術の選択

を可能とするものである。 

 

（２）環境政策への貢献 

＜行政が既に活用した成果＞ 

本研究により、「準好気性埋立構造」の地球温暖化効果ガスの削減効果と浸出水による周辺環

境への汚濁負荷低減効果が定量化されたことで、本埋立構造がCDM事業としてUNFCCに認可され

るにあたって重要な情報源となった。これにより、廃棄物処理処分、特に埋立処分のための財源

がない国々へ、埋立処分に特化した資金が投入され、埋立地の改善による周辺環境負荷の低減が

可能となり、延いては、地球全体の環境保全に寄与出来る。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

特に記載すべき事項はない。 
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(3)  準好気性埋立技術の東アジア地域への適応化に関する研究 
 

（独）国立環境研究所 

資源循環・廃棄物研究センター廃棄物適正処理処分研究室 山田正人・遠藤和人・石垣智基 

 

〈研究協力者〉 

（独）国立環境研究所  
 資源循環・廃棄物研究センター      成岡朋宏（平成22～23年度）・石森洋行・金喜鍾 
 キングモンクット工科大学          Sirintornthep Towprayoon・Komsi lp Wangyao 

  カセサート大学                                                     Chart Chiemchaisri 

 

   平成22～24年度累計予算額：21,560千円 

（うち、平成24年度予算額：6,220千円） 

           予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］ 

 高温多湿である熱帯地域は、埋立地内外の温度差が比較的小さく、また、浸透した雨水の滞留

が起こりやすいことが予想され、自然対流と拡散を駆動力として大気を導入する準好気性埋立技

術にとっては能力を発揮するには過酷な環境と考えられている。熱帯地域であるタイ国で埋立実

験区画（テストセル）の設置を行い，本技術の効果の検証を行った。準好気性のテストセルから

のガス排出量は対照セルと比較して有意な差は認められず、ガス転換の促進効果は確認されなか

った。また、雨期には浸透水の排除能力の違いにより対照セルの方が嫌気化しやすいが、期間全

体を通しては両セルの差の有意な差は確認されなかった。テストセルの浸出水質のうち、窒素成

分については準好気性において好気的な生物反応によるケルダール性窒素（有機態窒素・アンモ

ニア態窒素）の転換がすすんでいることが推測された。炭素のガス転換率については、準好気セ

ルに比べて対照セルの方が高いことが示されたが、これには浸透水排除による分解性炭素の排出

の影響が大きいこと、および気温が高いために熱対流を起動力とする埋立層内への受動的な空気

導入量が少ないことなどが要因としてあげられた。また、対照セルでは湛水により水分が豊富に

存在したが、排水を実施する準好気セルでは生物分解に必要な水分の供給が充分でなかったこと

なども、原因として考えられた。すなわち、乾期のある地域では埋立地内部の含水率のコントロ

ールが準好気性埋立を機能させるために重要であることが示唆された。準好気性埋立における酸

素浸透挙動についての数値解析による評価を行い、埋立層と気温の温度差が酸素浸入量に与える

影響は、年数が経過し埋立物の分解が進行することで大きくなることが示された。一方で、降雨

浸透による空隙の減少が酸素浸入量に与える影響は認められなかった。埋立層への空気導入は集

排水管経由が支配的であることが示された。安定化の進行に伴う埋立物中の分解性有機物の減少

に応じて、酸素浸透深さは徐々に増加し、好気的または通性嫌気的な雰囲気の範囲が拡大するこ

とが示され、こうしたアジア多雨地域の現況にあった工法や維持管理手法の適用が肝要であると

考えられた。具体的には、ごみ質、ガス抜き管の間隔、集排水管の管径、被覆の状態などのパラ
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メータを現地化した上で、中小規模の埋立地への適用可能性を検討することが望ましいと考えら

れる。 

 

［キーワード］準好気性埋立、熱帯地域、テストセル、埋立地ガス、数値解析 

 

 

１．はじめに 

 国際的な温室効果ガス排出量削減の枠組みの中で、我が国でも京都議定書の約束期間において

は、削減目標達成のためにクリーン開発メカニズム（CDM）等の京都メカニズムを活用した地球温

暖化の緩和策と適応策の実施を推進してきた。延長期間に入り新たな枠組みを各国が模索する中、

長期的な国内排出量の抜本的な削減を目指しつつ、途上国の自主的な削減行動(NAMAs)を支援しな

がらクレジットの獲得を目指すなど、当面は国際的な排出枠の移動を補完的に活用することが引

き続き推進されている。 

 廃棄物分野では埋立地がメタンガスの排出源であり、現在は、有機性廃棄物の埋立回避と埋立

地メタン回収利用が、途上国に対するCDM事業での主要な緩和策である。廃棄物処理は公衆衛生向

上や環境保全という本来の目的を有しており、廃棄物分野における温室効果ガス排出量削減はこ

れらに反してはならない。持続可能な開発と地球温暖化対策の両立はコベネフィット・アプロー

チとして、我が国の国際環境政策の柱として位置づけられている。埋立地において環境保全上、

最も重要なことは浸出水に起因する環境汚染の防止である。 

 降水が少ない欧米では、埋立地表面にも遮水を施して浸出水量を削減し、発生するメタンを回

収・利用するDry Tomb（乾いた墓場）型埋立の技術が主である (Leeら, 1996)。発生ガスをエネルギ

ーに転換できるため、ほとんどの埋立地CDM事業の方法論となっている。しかし、当該事業にお

ける認証排出削減量（C ER）の取得率は30%に満たない (河井ら, 2009)。またこの方法では有機物

を嫌気性分解させるため、欧米では自国の埋立地で、浸出水の汚濁やガス発生が長期化して、埋

立地の管理を30年以上続けなければならない、後年雨水が浸入して浸出水の汚濁やガスの発生が

再開するなどの問題が顕在化している。このような技術を降水量が大きい途上国に適用すること

はきわめてリスクが大きい。 

 降水量が比較的大きい我が国では、浸出水集排水（水平）管とガス抜き（鉛直）管を連結して

埋立地内に設置し、浸入する雨水で汚濁を洗い流すとともに、埋立地内外の温度差を利用して無

動力で大気を送り込み、有機物の好気性分解を促す準好気性埋立技術 (Hanashimaら, 1981)が1970

年代に開発され、標準仕様となっている。好気性分解の促進は、浸出水の汚濁を低減し、メタン

ガスの発生を抑え、これらが発生する期間を短縮する、まさにコベネフィットな技術である。 

 しかし、この技術の開発後に都市ごみの焼却が進んだため、途上国のような生ごみ主体の埋立

地における性能評価や、地域の気候に合わせた技術仕様を決めるための研究が進まなかった。結

果として、技術の存在が海外でほとんど認知されず、 IPCC第4次報告書(B ongnerら, 2007)で緩和技

術として採用されず、近隣のアジア諸国のCDM事業においても、その気候条件にとって失敗技術

であるDry Tomb型埋立技術が席巻している。 
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２．研究開発目的 

国産技術である準好気性埋立技術を国際社会に認めさせるためには、温室効果ガス放出防止お

よび水質汚濁防止に対する優位性を理論的かつ実証的に証明する必要がある。特に、高温多湿で

ある熱帯地域は、埋立地内外の温度差が比較的小さく、また、浸透した雨水の滞留が起こりやす

いことが予想され、自然対流と拡散を駆動力として大気を導入する準好気性埋立技術にとっては

過酷な条件と考えられる。本研究は、熱帯地域であるタイ国の都市ごみ埋立地に設置した準好気

性埋立実験区画（テストセル）と、タイ国の都市廃棄物を充填し、熱帯の気候条件下で行ったラ

イシメータ実験により、熱帯地域における本技術の効果を検証することを目的とする。 

 

 

３．研究開発方法 

（１）テストセルの建設及び管理概要 

テストセルは、Leam Chabang市とKastesart大学と共同で、2009年にタイ国東部のChonburi県Leam 

Chabang市の都市ごみ埋立地（図 (3)-1）の一画に設置した。45 m×42 m×高さ4 m、容積約7,000 m3

のセルを2基設置し、一方を砕石・枝管有りの底部集排水管とそれに連結したガス抜き管2本を敷

設した準好気性セル、もう一方を、タイ国の埋立地で標準的な構造である、砕石無しの底部集排

水管のみを敷設した嫌気性セルとした（図 (3)-2～4）。両セルからの集排水管はそれぞれ集水枡に

接続し、マンホールより流量計測と採水ができるようにした。なお、両セルとも、底部遮水は元々

埋立地に敷設されていたものを利用した。 

  

 

図(3)-1 Leam Chabang市都市ごみ埋立地        図(3)-2 テストセルの平面図 

 

Leam Chabang市
都市ごみ埋立地
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内径50 0mm

内径の 2倍 = 10 00

内径の4倍 = 2000

内径30 0mm

砕石

砕石は、管が見え

なくなる程度に撒く

 

図(3)-3 準好気性テストセル

の断面図             図(3)-4 集排水管 

 

2009年の8月より築堤および集排水管等の建設を開始し、同年10月から11月にかけて、埋立地に

搬入されるLeam Chabang市からの都市ごみで埋め立てた。埋立量は準好気性セルと対照セルで、

それぞれ、3, 942 tonと4,098 ton（埋立地の計量所で計測）である。なお、対照セルについては当初

嫌気性環境下におくことを志向したが、地盤沈下や覆土の降雨流出などで埋立物の露出が起こる

などの大気との境界面での条件の変化がセル全体に強く影響を及ぼしたことから、準好気セルと

の比較対象としての現地での一般的な（成り行きの）管理手法としての対照セルと位置付けた。

埋立の途中で、埋立高さ2 mおよび3 mの位置に、それぞれ、温度センサーを9、水分センサーを4、

ライシメータパンを2、内部ガス採取管を2ずつ設置した。温度センサーと水分センサーはロガー

に接続し、自動連続計測できるようにした（図 (3)-5）。埋立終了後に現地発生土を用いて、最上

部および法面に約0.5 mの覆土を施した。また、各セル内に沈下板を約30 cm深さに5枚設置し、沈

下量を測定できるようにした。 

テストセルが竣工した2009年12月より、温度と水分の自動計測と、1～2ヶ月毎の埋立地ガスと

浸出水のモニタリングを開始した。温度、水分および沈下量のモニタリング手法は前述の通りで

ある。地表面より放出される埋立地ガスフラックスは、セル上部表面および法面の5 mグリッド地

点にて、レーザーメタン検出器（S A3C15A, アンリツ (株)）とS enseAi rCO2（SenseAi r AB.）を用い

た静置式チャンバー法 (山田ら, 2006)で、ガス抜き管からの放出量は、ランドフィルガスアナライ

ザー（GA2000PLUS, Geotechnical Instruments, Ltd.）を用いた静置式チャンバー法で測定した。ま

た、地表面フラックスの測点をボーリングバーにより約0.8 m穿孔してガス採取管を設置し、内部

ガス採取管と共に、ガス濃度をランドフィルガスアナライザーで測定した。ライシメータパンか

ら採取した保有水およびマンホールより採取した浸出水については、pH，BOD，COD，T KN，全

リン（TP）等を測定した。また、テストセル内部の比抵抗断面を48電極、電極間隔1 mのダイポー

ル-ダイポール法(香村ら, 1999)にて測定した。 
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温度センサー（熱電対） 水分センサー ライシメータパン
 

内部ガス
採取管

 

センサー

の設置

 

データ

ロガー

 
図(3)-5 センサー類の設置 

 

（２）ライシメータ実験の概要  

直径0.9 m、高さ2.7 m鉄管のライシメータ4基を実験に用いた。底部には礫を高さ0.4 m敷いて排

水管を設置した。廃棄物はその上に1.8 m充填し、上部0.3 mを砂で覆土した。うち2基については

底部に設けた排水口を解放し、湛水させない準好気性管理下におき、1基を廃棄物の充填時に強く

転圧したもの、もう1基を弱く転圧したものとした。残りの2基は内部水位を高さの50%および100%

に維持して嫌気性条件下におき、廃棄物の充填時に中程度に転圧した。各ライシメータの設定条

件を表(3)-1に、ライシメータの外観を図 (3)-6に示す。 

 

表(3)-1 ライシメータの設定条件 
 SmI SmII AnI AnII 
運転条件 準好気性 準好気性 嫌気性 嫌気性 
廃棄物の転圧 弱 強 中 中 
廃棄物の密度

（kg/m3
） 

638 770 728 716 

内部の湛水 無し 無し 高さの50% 高さの100% 

 

充填廃棄物にはバンコク市の都市廃棄物を用いた。物理組成（湿重基準）は厨芥20 %、紙19 %、

スポンジ3 %、木6 %、プラスチック16 %、PVC 17 %、 ガラス 19%であり、化学組成（乾重基準）

は熱しゃく減量が79 %、炭素が44%、窒素が2%であった。雨水をライシメータ面積70 %の容器に

受けた後に上部より与えた。また、ライシメータ底部から0.55 m、1.05m、1.55 m、2.55 mの位置

に温度センサー、水分センサーならびにガス採取管を側部より挿入した。ライシメータの設置後、

沈下量、内部の温度と水分、浸出水水量と水質（pH, BOD, TOC, SS, TDS, NH4
+-N, TKN, PO4

3-, EC）、

内部のガス組成（CH4, CO2, O2）、上部からのガスフラックス（C H4, CO2）をモニタリングした。 
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図(3)-6 ライシメータの外観 

 

 

４．結果及び考察 

（１）テストセルにおける準好気性埋立管理の安定化挙動評価  
 両セル内部における平均温度は埋立初期には対照セルで80 ℃以上、準好気性セルで50 ℃程度

まで温度が上昇したが、その後漸減し、約一年後で両セル共に38 ℃前後で推移するようになった。

両セルからの埋立地ガス排出量の変化を図(3)-7に示す。なお、C O2排出量の測定は2010年7月から、

準好気性セルにおけるガス抜き管からの放出量の測定は2010年6月から開始した。両セルから排出

されるガス量は時期的な変動はあるものの、観測初期から比べると徐々に減少する傾向が示され

た。排出量自体は少なくなってきており、廃棄物の分解・ガス化としては収束に向かっている安

定化フェーズであることが推測された。両セルから排出されるガス排出総量については降雨に伴

う季節変動があるが、ほぼ同程度であり、季節的にも同様のパターンを示していることが示唆さ

れた。当該地域の降水量情報（図(3)-8）を元にすると、埋立セルでは浸透量が増加する時期にメ

タン発生量も増加して大きなピークを示すが、2年目以降は降水量の増加する雨期であってもメタ

ン発生量の増加は確認されなかった。 

 準好気性セルからのガス排出量は対照セルと比較して有意な差は認められず、ガス転換の促進

効果は確認されなかった。また、準好気性の状態を表す埋立地ガス中のメタンモル比 (山田ら, 2008)

（メタン／｛メタン＋二酸化炭素｝）の経時変化を図 (3)-9に示す。雨期には準好気セルのメタン

比の方が低くなる傾向が認められ、両セルの浸透水の排除能力の差が示された。期間全体を通し

ては変動が大きく、両セルの差の有意な差は確認されなかった。 
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図(3)-7 タイに設置したテストセルからの埋立地ガス排出量の経時変化 

 (SM: 準好気セル, CT: 対照セル)   
 

 
図(3)-8 テストセル設置地域における降水量 
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図(3)-9 タイに設置したテストセルからの埋立地ガス中のメタンモル比の経時変化 

 (SM: 準好気セル, CT: 対照セル)   
 

 テストセルから排出される浸出水質のうち、B OD濃度は両セルとも10,000-20,000 mg/l前後で推

移し、有意な差はみられなかった（図 (3)-10）。しかし内部保有水のB ODについては、準好気セル

は対照セルに比べて1/3から1/5程度と低いことが示された。対照セルでは内部に堪水している保有

水がそのまま排水されるが、準好気セルでは可溶化した有機成分のガス化が活発であることなら

びに浸透から排水までの転換が早いことから、水質形成がより複雑であるといえる。特に、準好

気セルの全有機性炭素 (TOC )濃度が対照セルの倍程度高いこと（データ不掲載）からも、浸出水中

に含有される有機性の水質構成成分に特徴があることを示していると考えられる。また、窒素濃

度(TKN)については、内部保有水、浸出水それぞれ準好気セルの方が低い傾向が認められた（図

(3)-11）。準好気性セルにおいては好気的な生物反応によるケルダール性窒素の転換がすすんでい

ることが推測された。 
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図(3)-10 テストセルにおける浸出水BOD濃度の変化（S A: 準好気性セル，CT: 対照セル） 
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図(3)-11 テストセルにおける浸出水TKN濃度の変化（SA: 準好気性セル，CT: 対照セル） 

 

 累積の温室効果ガス排出量を比較した結果を図(3)-12に示す。対照セルからの温室効果ガス排出

量は、準好気セルと比較して3倍程度であった。一方で、埋立地ガス自身の排出量についても対照

セルの方が多く、準好気セルの2倍程度であった。すなわち、メタン発生だけでなくガス化反応自

体が対照セルの方が活発であったことが示唆された。これはサブテーマ(1)でも示されたとおり、

雨水浸透による分解性炭素の系外排除の影響が大きいこと、および気温が高いために埋立層内と

の温度差が小さく、熱対流を起動力とする埋立層内への受動的な空気導入量が少ないことなどが

要因としてあげられる。また、対照セルでは湛水により水分が豊富に存在したが、排水を実施す

る準好気セルでは生物分解に必要な水分の供給が充分でなかったことなども、原因として考えら

れる。準好気性セルにおける比抵抗分布の解析断面図（図(3)-13）より、低比抵抗領域を含水率が

高い領域であるとすると、準好気性セルでは集排水管を通じた排水により、端部を除いて湛水が

ほとんど見られないことが推測された。埋立地内部の乾燥により生物分解活性が低下した可能性

があることから、熱帯地域では埋立地内部の含水率のコントロールが準好気性埋立を機能させる

ために重要であることが示唆された。可溶化炭素の系外排除は水系への汚濁負荷が懸念される事

項であり、温室効果ガス排出削減のみならず地域の環境負荷と埋立地内の生物分解の促進を考慮

した上で、処分場への降雨浸透、内部の水分、浸出水などを総合的に管理する必要性があること

が示された。 
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図(3)-12 テストセルにおける温室効果ガスの累積排出量（SA: 準好気性セル，CT: 対照セル） 

 

 

 

図(3)-13 準好気性セルにおける比抵抗分布 

 

（２）ライシメータ実験による準好気性埋立の安定化挙動評価  

実験開始から490日目までの累積降水量は1010 mmであり、うち約3割が浸出水として排水された。

ライシメータから排出された浸出水のpHとBOD濃度の変化を図 (3)-14に示す。低密度充填のS mIで

はは実験開始55日目以降よりpH8付近で推移した。高密度充填のS mIIならびに嫌気性のAnI、AnII

では実験開始139日目まではpH6付近で推移していたが、153日目から上昇し、167日目以降、SmII

でpH8、AnIとAnIIでpH7. 5付近で推移した。また、pHの上昇に呼応してB OD濃度が低下している

ことから、この時期に有機物分解が酸発酵期からメタン発酵期に移行したものと考えられる。 
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図(3)-14 ライシメータにおける浸出水水質の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-15 ライシメータ底部から1.55m高さにおけるメタン濃度とメタン比の変化 

 

図(3)-15にライシメータ底部から1.55m高さにおける廃棄物層空隙ガスのメタン濃度とメタン比

の変化を示す。なお、AnIIは最上部まで湛水していたため測定していない。AnIでは82日目から、

SmIとSmIIでは196日目からメタン濃度の上昇がみられた。AnIでは126日目以降にメタン比が嫌気

性分解による埋立地ガス組成を表す0.6付近で推移した。SmIとSmIIではそれまで0.1程度で推移し

たメタン比が、126日目から上昇を始め、SmIIでは203日目に約0.6に達した。SmIでは203日目から

338日目まで0.6から0.3の間で上下し、その後漸減した。SmIIとAnIでは441日目以降にメタン比が
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漸減した。以上より、SmIでは203日目から338日目まで、SmIIでは203日目から441日目まで、AnI

では126日目から441日目までが活発に埋立地ガスが発生した時期であると考えられた。この期間

のSmI、SmIIおよびAnIのメタン比の平均はそれぞれ0.48、0.60、0.62であった。0.62をメタン比の

上限値とした場合の IPCCガイドライン (IPCC, 2006; 山田ら, 2008)における嫌気性分解係数（MCF）

はそれぞれ0.77、0.98、1.00となり、高密度充填SmIIは準好気性埋立としてほとんど機能していな

いといえる。すなわち、埋立地内の廃棄物の密度をコントロールすることが準好気性埋立を機能

させるために重要であることが示された。 

  

（３）埋立層における水分・ガス・空気流動に関する数値解析 

 不均質な間隙構造をもつ埋立地では、地表面からの浸透した雨水はある限られた間隙経路のみ

（みず道）を移動するため、浸出水水質や埋立地ガスの濃度とその時間変化はみず道の影響を強

く受ける。埋立廃棄物中のみず道を定量的に評価した事例は少なく、そのモデル化は浸出水水質

や埋立地ガスの予測・制御に不可欠な課題であるため、みず道を廃棄物中の全間隙体積に対する

透水に寄与する間隙の割合（有効間隙率）として表現し、過去のライシメータ試験からその値を

推定した。その結果、直径900 mm、長さ1,800 mmに充填した廃棄物層内に存在するみず道は、有

効間隙率として約30%と推算され、廃棄物の全間隙率46%と比較すると透水に寄与する間隙はその

うち6割程度であった。このようなみず道のある埋立地では、廃棄物層内を流れる間隙内実流速は

見かけの浸透速度よりも大きいため汚濁物質は浸出水に早く移行し、また浸透水と廃棄物の接触

がみず道により制限されることから浸出水の濃度は廃棄物等の溶出試験値よりも小さくなること

が示唆された。 

 準好気性埋立管理における埋立層への酸素浸入量について、温度および降雨浸透量の影響を評

価した結果を図 (3)-16に示す。埋立層と気温の温度差が酸素浸入量に与える影響は、埋立開始直後

にはあまり大きくないが、年数が経過し埋立物の分解が進行することで差が大きくなることが示

された。一方で、降雨浸透による空隙の減少が酸素浸入量に与える影響は認められなかった。こ

れは、みずみちの存在により、一定の空気導入経路は確保されていることや、内部水の排除能力

の高さが前提になっている結果である。埋立開始後3年目における平均酸素フラックスの解析結果

を図 (3)-17に示す。埋立層への空気導入は集排水管経由が支配的であることが示された。覆土およ

びガス抜き管経由での空気導入は温度差にかかわらず一定であり、濃度拡散による流動現象であ

ることが示された。一方、覆土からの空気導入は降雨浸透量の影響を受けることが確認され、表

層の飽和に応じた被覆効果が生じることが示唆された。 

 準好気性埋立における酸素浸透挙動について数値解析による評価を行った一例を図 (3)-18に示

す。この解析には、埋立物中の生物分解性有機物量の他、不均質な間隙構造などの物理的性質、

降雨浸透量および大気温度などの気象条件なども入力値として解析可能であり、アジア地域を中

心とした多様な埋立地の状況を再現可能である。本解析により、安定化の進行に伴う埋立物中の

生物分解性有機物の残存量の減少に応じて、酸素浸透深さは徐々に増加し、好気的または通性嫌

気的な雰囲気の範囲が拡大することが示された。有機物埋立量が少なく、大気温度が低い日本の

埋立地とは異なる酸素浸透挙動を示すことが示唆され、こうした現況にあった工法や維持管理手

法の適用が肝要であると考えられた。具体的には、ガス抜き管の間隔、排水管の管径、被覆の状

態などのパラメータを現地化した上で、中小規模の埋立地への適用可能性を検討することが望ま
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しいと考えられる。 
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図(3)-16 準好気性埋立管理における埋立層への酸素流入フラックスの解析 
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図(3)-17 準好気性埋立管理の開始3年目における経路ごとの酸素流入フラックスの解析 
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図(3)-18 準好気性埋立管理における酸素浸透挙動の解析 

 
 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

熱帯地域の条件下で実験を行うことにより、同地域において準好気性埋立を機能させる第一の

因子が降水浸透量と浸出水排水量の制御であることを実証的に示した。 

 

（２）環境政策への貢献 

＜行政が既に活用した成果＞ 

環境省の「CDMを利用したコベネフィット実現促進・支援事業委託業務におけるコベネフィ

ットCDM事業検討会」において、温室効果ガス削減技術をアジア地域に移転する際における留

意点について、専門的見地からの意見の具申を行った。環境省および国立環境研究所の主催す

る「アジアにおける温室効果ガスインベントリ整備に関するワークショップ」を通じて、廃棄

物分野の温室効果ガス排出量算定の高度化に関する情報提供を行った。特に、算定モデルの選

定、排出係数の地域特異性、ならびに活動量データの精緻化による信頼性の向上について本研

究成果の実例を交えて紹介し、アジア各国に向けた情報発信を行った。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

IPCCの次期排出量算定ガイドラインの改訂、および IPCC第五次評価報告書における緩和効果の

記載に向けた情報提供を行う。 

 

６．国際共同研究等の状況 

Dr. Chart Chiemchai sri  （Department of Envi ronmental Engineering，Kasetsart Univers ity, Thailand）

と国立環境研究所は”MEMORANDUM OF UNDERSTANDING ON RESEARCH ON 

APPROPRIATE LANDFILL OPERATIONS IN THAILAND”を交わし、本研究におけるタイ国にお

けるライシメータ実験ならびにテストセル実験に関する共同研究を進めている。また、Dr. 
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Sirintornthep Towprayoon1（King Mongkut's Univers ity of Technology Thonburi）と国立環境研究所

は”MEMORANDUM OF UNDERSTANDING ON RESEARCH ON GREENHOUSE GAS EMISSIONS 

FROM SOLID WASTE DISPOSAL SITES AND WASTE MANAGEMENT”を交わし、本研究におけ

る温室効果ガス計測技術開発に関する共同研究を進めている。 
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[Abstract] 
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Solid wast e disposal sit e (SWDS), which is one of major methane emiss ion source, is also 
requis it e to reduce both impacts on global and local environment. This  study t ried to 
validat e several manners of SWDS management including semi-aerobic landfill t hat was  
originat ed in Japan, and co-benefit  of semi-aerobic management on GHG reduction and 
prevention of aquatic pollution must  be disseminat ed internationally. Methodological 
model for estimat ing GHGs emission from SWDS was  developed to express s imultaneous  
waste degradat ions  under anaerobic and aerobic conditions. The model could also include 
the flow-out  carbon dissolving in leachate to express  the precipit ation intens ity at pluvial 
climat e zone. Dry Tomb and Landfill Gas-to-Energy types exhibit ed higher GHG 
emiss ion compared to traditional sanitary management, though semi-aerobic management  
showed 75% reduction of GHG compared to traditional one. Nitrous oxide emission was  
rarely observed in SWDS and the impact of nitrous oxide was less than 5% of methane. 
Nitrous  oxide was considered t o be generated thorough anaerobic het erotrophic 
denitrificat ion. SWDS that possesses large inner water such as  sit es located in pluvial 
region or offshore exhibit ed high emiss ion of nitrous oxide. Lysimeter experiments  
revealed that large portion of organics  was  solubiliz ed thorough the anaerobic 
acid-fermentat ion process. Precipitation intensity and oxy gen availability affect ed to 
phase trans ition to anaerobic gas ification, which decreased the organic solubilizat ion. 
Semi-aerobic management  could reduce 40-50% of flow-out carbon compared to 
anaerobic management. T est-cell experiments  conduct ed in Thailand landfill exhibit ed 
that there was no significant difference of GHGs emission from semi-aerobic and 
traditional management. It was attribute to surface oxy gen penetration with poor surface 
management  in traditional cell,  effective flow out of organics, low driver of convect ive 
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gas exchange because of high ambient temperature, and moisture deficiency by drainage 
promotion. Drainage system in semi-aerobic cell made a difference of anaerobic 
condit ion in rainy season. Effect  of semi-aerobic management  was  also observed in the 
convers ion of nitrogen compounds. Numerical analysis  gave the information that effect of 
temperature difference between waste layer and ambient  on oxy gen penetration will 
enlarged over operat ion t ime, i.e. waste degradation. It also revealed that dominat ive 
route of oxy gen penetration was drainage systems. These results suggest ed that structure 
and management of landfilling must be developed adapting to the condition of pluvial 
Asian region. Control of input/output of water, design of drainage piping, surface 
management, was  compos ition would be a critical paramet er to operate semi-aerobic 
management appropriately in this region. 

 
 



A-1001 埋立地ガス放出緩和技術のコベネフットの比較検証に関する研究
（独）国立環境研究所

分解された炭素の気液分配とその時間変
化を評価（サブテーマ２）

準好気性埋立技術を構成する好気性／嫌気性代
謝と水・ガスの廃棄物層内移動を定式化することに
より、準好気性埋立の設計・制御法と効果を理論
的に示す。
準好気性埋立のコベネフィットにおける優位性を乾
燥墓場型等の他の埋立技術と比較して示す。

酸素濃度と乾燥の影響を加えた新し
い温室効果ガス排出モデルを開発
（サブテーマ１）

A1001とIPCC FODの比較
大型ライシメータにおける累積炭素分解量

埋立開始から3年目での平均酸素
フラックス（内外温度差の影響）

埋立地への大気導入量を数値モ
デルにより表現（サブテーマ３）

アジア熱帯域条件下では、欧米型の乾燥墓場や埋立地ガス発電よりも準好気性埋立
の方が緩和効果が高い

各種埋立技術における温室効果ガス排出量の比較

準好気性埋立は浸出水改善と温室効果ガ
ス排出抑制を同時に果たす国産のコベネフィッ
ト緩和技術である
しかし、西欧における認知度が低く、理論化と
様々な環境下における性能評価が必要


